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現代の貧困について  

日本女子大学教授  
岩田 正美   



平成20年度全国福祉事務所長会議  

現代の貧困について  

－どう考えたらよいか？  

日本女子大学 岩田正美  

貧困とは？  

・どのくらい足りないと貧困か？  

・どのように足りないと問題か   



あなたの最低生活費はいくら？  
同一地域の23人に聞きました  

低生活費  
年代 性別   万円  備考  
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保護基準の定まった福祉事務所でさえも・・  

市民からの  

異なった反応  

ワーカーの  

様々な主観  

基準だけが問題ではない  

「貧困の経験」への着目  

／′－Y  
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貧困経験の長さは資源以外の問題  

を付加する  

貧困の固定化  

貧困に付加される  

別の問題  
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資源の不足だけではない貧困の構造  
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貧困の悪循環  

貧困対策は何故必要か  

㍍べ長、∨′う危丹もこ、  ∴、、  ．l二L∴雷、－   
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貧困経験が分かるパネル調査  

3つの同一年齢集団（コーホート）の女性を対象とした家計研パネル調査  

94年から05年までのデータを利用  

年齢集団  調査期間  年齢変化  

25～35歳→36～46歳   

24～27歳→32～35歳   

24～29歳→26～31歳  

94～05年   

97～05年   

03～05年  

対象世帯の年収／生活保護による最低生活士＝1を基準に貧困を判断。  

期Ⅶ中、年収がいつも1から上＝千丈膚  

期間中、年収が1から下を経験し、平均して1から下＝叩稟♯■膚  

期間中、年収が1から下を経験し、平均して1から上＝一時景正膚  

最近では貧困固定化と安定化に二極化  

◆ 03“05年  

57．7  
＋ 
％ 69．5‾  
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今日の貧困と福祉事務所の役割  
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生活保護行政の重点事項  

社会・援護局保護課   



生活保護行政の重点事項  

平成20年4月  

厚生労働省社会一援護局保護課  

生活保護行故の基本方針  

生活保護は、国民の最後のセーフティネットとなる制度であり、その運用に当たっては、①保護を  

受けるべき人が保護を受け（漏給防止）、②保護を受けてはならない人が受けず（濫給防止）、  

③保護を受けている人もその人の能力に応じた自立を図る（自立支援）ことが求められている。  

【書暮事書蝋＃轟）Ot■が1T】  
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生活保護制度の概要  

○ 生活保護制度の目的  

○最低生活の保陣   
⇒資産、能力等すべてを活用してもなお生活に困窮する者に対し、困窮の程度に応じた保護を実施  

○自立の助長  

最低生活の保障  

①資産、能力等あらゆるものを活用することが保護の前提。また、扶養義務者による扶養などは、   
保護に優先される。   

・不動産、自動車、預貯金等の資産   

・稼働能力の活用   

・年金、手当等の社会保障給付   

・扶養義務者からの扶養  等  

②支給される保護費の額  

◇保護の開始時に調査  
（預貯金、年金、手当等の受給の有無や可否、傷病の状  
況等を踏まえた就労の可否、扶養義務者の状況及び扶養  
能力等）  

◇保護適用後にも届出を義務付け  

・厚生労働大臣が定める基準で計井される最低生活費から収入を差し引いた差額を保護費として支給   

・‘慕．伍 ■生● 活 費∴  収入としては、就労による収入、年金等社会保障の給付、親族に  
よる援助等を認定。  
預貯金、保険の払戻し金、不動産等の資産の売却収入等も認定  
するため、これらを使い尽くした後に初めて保護通用となる。  年金等の収入  

支給される保護費  

自立の助長  

世帯の実態に応じて、年数回の訪問調査  

就労の可能性のある者への就労指導  

○ 生活扶助基準の例 （平成20年度）  

東京都区部等   地方郡部等   

3人世帯（33歳、29歳、4歳）   167．170円   130，680円   

単身世帯（68歳）   80．820円   62．640円   

夫婦世帯（68歳、65歳）   121．940円   94．500円   

母子世帯（30歳、4歳、2歳）   166，160円  132．880円  

※上記額に加えて、家賃、医療等の実費相当が必要に応じ給付される。   

○ 生活保護の手続  

保護の申請  事前の相放  保護費の支給   

・生活保護制度の伐明  ・預貯金、保倹、不動産等の資産調査 ・最低生活費から収入を引いた額を支給   
・生活福祉資金、陣害者施策等  ・扶養義務者による扶養の可否の調査 ・世帯の実態に応じて、年数回の訪問調査  
各種の社会保障施策活用の  ・年金等の社会保障給付、就労収入等 ・収入・資産等の届出を丘務付け、定期的に  

可否の検討  の調査  株税台帳との照合を実施  
・就労の可能性の調査  ・就労の可能性のある者への就労指導   

○ 保護の実施機関と費用負担  

○都道府県（町村部卜市（市部）が実施。  

○都道府県・市は、福祉事務所を設置し、被保護世帯に対して担当のケースワーカーを設定。  

○保護動こついては、国が3／4、地方自治体が1／4を負担。  
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生活保護世帯の類型別にみた現状と課題  

●世禰数：47万世帯苧一般高齢者世帯の5．6％   
世帯人見数：52万人芝一般簡齢者世帯人Åの2．0％  
●単身世帯率畠朗．2％  
（d．一般高欄者の単身世帯率22．4％）  
●一人当たり年全史総額：45．g18円（平成17年鹿）  
（d．一般の一人当たり老齢基礎年金受給額  

：53．012円（平成17年鹿））  
●住宅扶助を受けている世帯割合：7＄．8％  
（高齢者の生活保護支給世帯の持ち＃串：6．4％）  
●医療扶助を受けている世帯割合：94．ヰ％  
●一人当たり医療扶助膚  

：1．115，275円（平成17年虔、年額）  
（Cf．一触高齢者の一人当たり医療費：655，70D円  

（平成17年虔、年鎖））  
●入院者赦割合：8．8％  
（Cf．一般高齢者の入院者数割合：3．6％（平成17年度））  
●介護保険絶世入所者散剤含：6、2％  
（Cf．一般の第1号神保験者における介護保険施牧  

人所有数割合：3．0％（平成17年虎））  

【被保護世帯・人員の内訳】  
（平成18年度）  

【課題】  

・入院から施設・在宅へ  
・生活習慣病の管理へ  

・高齢者のニーズに合  
わせた住宅の確保  

計1，075．820世帯計1．513．8g2人  

全国の保護率11．8‰（平成18年庄）  

Ⅰ根拠ある保護基準  
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○ 最低生活費の体系  

地区別冬草加井  

暮  ■ ・ 地  代  

豪  丘  補  修  責  

歎す扶助－－十 十  

介挫扶助  

医療扶助  

出産扶助  

掌校給食1  通学交通♯   教 材 代  

生業t・技能♯欄欄（高等学校等就学★せむ）・就職支度井  生業扶助  

葬祭扶助  

勤労捜除  

○ 最低生活費の算定例（平成20年鹿）  

生活保護制度におけるt低生活費の井出方法（平成20年度）  
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生活扶助基準の改定方式の変遷  

（力積準生計費方式（昭和21年～22年）  

当時の経済安定本部が定めた世帯人見別の標準生計費を基に井出し、生活扶助基準とする方式。  

②マーケット／・くスケット方式（昭和23年～35年）  

最低生活を営むために必要な飲食物費や衣類、家具什器、入浴料といった個々の品目を一つ一つ積み上げて   
最低生活費を井出する方式。  

③エンゲル方式（昭和36年－39年）  
栄養審議会の答申に基づく栄養所要量を満たし得る食品を理論的に積み上げて計算し、別に低所得世帯の実態   
、この軌物費を支出している世帯のエンゲル柵の理論値を求め、これから逆札て総生活費を算出す   

④格差縮小方式（昭和40年－58年）  
一般国民の消費水準の伸び率以上に生活扶助基準を引き上げ、結果的に一般国民と被保雄世帯との消♯水準  
の格差を縮小させようとする方式。  

⑤水準均衡方式（昭和59年一現在）   

遣竺詭鷺鵠毒瓢湖毘雪ぎ謂至俳聖配露妥雷翳題嘉喜読警識語定さ  

○ 現行の生活扶助基準の設定方法について  

○現行の生活扶助基礎は、3人世糟を基軸として設定。  

○一般世帯の消費実憎の第1粗責（食文、被服兼等が相当）と第2頬ナ（光熱水★、家具家事用品等が相当）の構成割合を参考として、   

生活扶助基準を第1類文と第2類責に展開   

○第1類責については、年齢別の栄養所要tを参考とした指数で展開   

○第2類♯については、一般世帯における世帯人数別の消♯支出を参考とした指数で展開  

現行の生活扶助基準の改定方法  

3人世帯の生活扶助基準額   

162．170円（1∝）．肌）  

33■・29i・4土  

一般世帯の消費実態の♯1類貴と第2類♯の構  
成割合を参考として鶉1類■と井2独文によ開  

井1類貴：100．8㈹円（65．91）  

第2類t二 55．280円（34．11）  
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○ 故地の概要  

故地制度は、地域における生活様式や物価差による生活水準の差を生活保護基準に反映させることを  
目的としたもの。  

○現行の故地間較差（昭和62年虔～）  
現行の級地は、1銀地－1から3銀地－2までの6区分のなかで、それぞれの較差を4．5％  

ずつとして設定している（計22．5％）。  

敵地Ⅶ較差（1敵地－1＝100）  

1級地－1  1級地－2  2敵地－1  2敵地－2  3級地－1  3敵地－2   

級地間較差  100．0   95．5   gl，0   86．5   82．0   77．5   

○現行の級地指定（昭和62年鹿～）  

各市（区）町村ごとに指定している。  

敵地別市町村数（平成19年4月1日現在）  

総 数   1敵地－1  1敵地－2  2敵地一1  2敵地－2  3敵地－1  3級地－2   

東京群23区  札幌市   金沢市   畏同市   弘前市   結城市  
市町村の例               積浜市   千葉市   静岡市   三島市  楕知山市  篠山市  

大阪市   福岡市   ホ知市  佐世保市  今治市  牢和島市   

1．806   58   50   12l   7⊆l   5丁5   923   

○ 勤労控除の概要  

①勤労に伴う必要経費を補填  

うちの た…≡三  
を得るためには、勤労に伴う被服費や知撒・教養の向上等のための経書が必要となることから、   

し？一定額を控除する。 （訂勤労意欲の増進・自立助長  
※現在の方式は「昭和60年12月17日 中央社会福祉審議会意見月中」における「自立助長を促進するという観点から  

勤労意劇の増進が効果的に図られるよう制度を見せす必要がある。」との指摘を踏まえて校定されたものである。  

○基礎控除［上限額 月額33，190円（1故地） 勤労収入額8．000円までは全額控除］   

経常的な経費を対象とする基礎控除の控除額は、勤労収入に比例して増力ロさせる方式（収入金額   

比例方式）を採用している。  

○その他の控除  

・特別控除［年間勤労収入額の1割 上限額 年額150．900円（1敵地）］  

・新規就労控除［基準額 月棟10，400円（各級地共通）就労から6か月間］  

・未成年者控除【基準頗 月額11，600円（各級地共通）］  

世帯類型別にみた勤労控欄欄  

総 数   高齢書世事  母子世＃  傷■・陣書世＃  その他世帯   

勤労控除遭用世＃の  
平均控除嶺（実は）  23．103円  13．742円  25．810円  20．5g3円  25．370円   

（1世事あたり月楓）  

就労世帯数   124．310   11．820   38．600   35．220   38，670   

就労ヰ   12．2Iも   2．7％   49．4Il   8．9％   37．5％   

★料：根性す書全句一斉帥董（平成17年7月1日時点）  
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○ 勤労控除（基礎控除）の仕組み  

○就労収入額l：：比例して基礎控除煽が増える仕組み。  

○就労収入8．000円までは全額控除となっている。  

○就労収入240．000円で基提控除額の上限額（33．190円）となっている。  

覿労収入別にみた▲礪捜■儀・捜■事（1■地－1の■含）  
暮暮捜檜■（円）  

20脚   ID．∝帖  10．000   叫∞O t（拍．0（ゆ   ほ0．（伽  Il0．000   一札0（岬  l暮8．000   2恥○00   2ま0．∝巾  Il0．100   2㈹．0∞  

覿労収入t（円）  

覿労収入鏡   8．000円  50．000円  100．000円  150，000円  200．0（氾円  240．000円  260．000円   

纂礁控除額   8，000円  15．220円  23．220円  26．660円  30．380円  33．190円  33．19〔川1   

捜輪中   100．0％   30．4％   23．2％   17．8％   15．2％   13．8％   12．8％   

給付額の比較  

イギリス   フランス   ド イ ツ   スウェーデン   アメリカ   日 ★  
制度毛  所欄■肋   ●入■囁■断嶋   

t■■り   杜▲扶助   社食扶助   †人HF   生活像1  

全国統一墓碑  州・市ごとに独自の基    和ごとに独自の其牒 全●  州ごとに独何の農岬 入国   

暮本∬∬】  全国統一農！l  
巾を設定   を設定（国機攣あ   を設定（機巾な   全国統・よ巾   

（地域差なし）  （全国標準●あり）   り）   
し）   （地域差ぁり）  付  

■ ●  

用いた給付q事  全国統一基噌  全国欄攣の塵坤額  全国横叩の具申額  イリノイ州  1■地一1  2▲岨－】  3■地－1   
出の元子ー一夕   

』£64．（清  
●鼻著   月噸換芥約£2職．11l  月額H411．7【I   月嘱目㍑那   月額Kr3，256  月額‡22；l（シカゴ）  

覆  
地 i  Ji額E61こl   月額Kr5．466  月額‡292（シカゴ）  

賞  j■エ125．83  月額】弓8イ0  
（略し10慮の子ども）  月顎Kr7，2川  月額‡39G（シカゴ）  子ども（1暮）    月額換芥灼エ657．」3  月額打741．（追  

▲■レート（対米ドル）  1．60こl   】．07：l   1．073   0．117   】．（糊l   0．84l   

▲●レート  lポンド＝l聞．61円  】ユーP＝＝136．88円  】ユーロ三三1：y；．86円  lクローナ＝13．91円  lドル＝t1891l】】  

日  4G．14G円   52，5】3F】   43．240円   46．28イ円   26．36【＝り   84，86tl  77．220  69，680  

♯ 円   72．407円   78，7（；9円   78．189円   T持．柳円   丁目．51】円  129．940  11月．26∩  1（鳩，n6∩  

n  暮   9ノl．523円   川7．14こl円   100．3（裕円   4（；，803門  1f；2，4！Nl  147．a70  】3こl．240   

価糟インデックス  ロンドン   バリ   フランクフルト  ストックホルム   シカゴ   上兼   
8：】，丁   7：l．6   85．4   9t．l   1（M0   （蓼1■く〉（貫真＝川0）   9l．5  

給付■  ■●肴   抑．4閑円   62．7ノl¢円   68．7【〉け「ユ   53，026l■】   77．22n円  69，880円                             28．931‥】  84．860JT】   

イノ丁，ケl  

■暮暮  カップル   79，133門   9ノ1．t【）9円   ll将．2：l丘Fr】   舶，耶4円  12り．！川0円  11I事．250円  tl爪．6帥円   

112，9こ11円   145，5T5門   117．454円  1G2，490l－】  ＝け．870円  133．240円   日本円 土妃  カップル＋ 子ども（4▲）  116．121円  
l古付水  5l，41   7：I．1l   19．2l   82●，   3l．tO   】（Y）．n  

●  
イン子◆†如   80．，0   丁之．42   8l．丁8   18．ユ○   2tI．t5   l00．0  

（★京＝  丁】．●l   
耶l．50   19．58   72，28   31．－＝   l川）．0  

l00）   

■全国標準ぁり．各自治体等が基坤を設ぇEナる貯に、ガイドラインとしてIl】央政府が提示ナる給付慕叩の提示がある場合．  

出《：我が国の生活優性≠魔の旛間欄にかかる王手各国の公的扶助網魔の比較に関するⅥ暮書舌  

（平成川年3月 庫生労●省社食・擾乱鳥保護課）  

15   



「生活扶助基準に関する検討会」について  
⊥且＿呈  

平成16年12月に報告された「生活保謙制度の在り方に関する書門委員会報告暮」においては、「生活   
扶助基準と一般低所得世帯の消♯実態との均衡が適切に図られているか否かを定期的に見棲めるため、   
全国消費実態調査等を基に5年に一度の頻度で検証を行う必要がある」とされたところである。  
また、平成18年7月に閣議決定された「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2006」においては、   
「生活扶助基準について、低所得世帯の消費実態等を踏まえた見直し」及び「敵地の見直し」を行うこととさ   
れたところである。  
これらを踏まえ、敵地を含む生活扶助基準の見直しについて書門的な分析・検討を行うため、学識経験者   
等による「生活扶助基準に関する検討会」を開催する。   

2．主な検討項目   

直近の全国消費実態調査に基づき、以下の事項について評価・検証を行う。   
○ 生活扶助基準の全体水準   
○ 故地別基準   
○ その他   

3．検討会の構成且（敬称略 50音順）  
岡 部  卓  首都大学東京都市教養学部教腰  
菊 池 響 実  早稲田大学法学学術院教授  
駒 村 康 平  慶應♯塾大学経済学部教授  
根 本 稟 昭  神奈川県立保健福祉大学保健福祉学部教授  

（座長）樋 口 美 雄  慶應れ塾大学商学部教授   

4」奉討経過   

第1回10月19日（金）制度概要・現状及び水準の評価・検証   
第2回10月30日（火）基準体系の評価・検証   

第3回11月 8日（木）地域差、勤労控除の評価・検証   
第4回11月20日（火）生活扶助基準の評価・検証に関する譲論の整理   
第5回11月30日（金）報告書の取りまとめ  

生活扶助基準に関する検討会報告書のポイント（平成19年11月30日）  

1．生活保護は、生活困窮者に対して、健鷹で文化的な最低限度の生活を無差別平等に保障する最後のセーフティネット。   

2．生活保雄には、「生活扶助」「住宅扶助」r医療扶助」など8種類の扶助があるが、「生活扶助」は日常生活費に対する金   
銭給付であり、点も基本的な給付。   

3．「生活扶助基準」については、   

① 平成16年の「生活保践制度の在り方に関する書門委員会」による報告書において、その水準は、基本的に妥当とさ   
れるとともに、今後は5年に一度の検証を行うべきことが提言  
②平成18年の「経済財政運賞と構造改革に関する基本方針2006Jにおいて、故地を含めた生活扶助基準の見直しを   
行うこととされた。   

4．今般、5年に一度実施されている全国消費実態調査の結果を用いて検柾・評価する準備が整ったことから、学識経験者   
による寺門的な分析・検討を行うために、本検討会が校正されたもの。  

価・検江を実施。  

2．厚生労働省において生活扶助基準の見直しを行う場合は、本報告暮の評価・検柾の結果を参考とするよう期待。  
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主な検証結果： 水 準  

（現行水準の設定方法）  

○ 現行の生活扶助基準の水準については、国民の消ぇ実   

態との均衡を維持，調整する「水準均衡方式」を採用。  

（検証方法）  

○ 生活扶助基準の水準を評価・検征するに当たっては、低   

所得世帯である年間収入階級第1・十分位に着目して、   

その消費支出額（具体的には、生活扶助に相当する消♯   

支出額（生活扶助相当支出額））の水準と生活扶助基準   

を比較。  

（検旺結果）  

○ 現行の生活扶助基準額（右図の赤色）の水準は、生活扶   

助相当支出額（右図の水色）の水準に比べ   

① 夫婦子1人世帯では、やや高め   

② 単身世帯では、高め   

という結果。  

○ 生活扶助基準額は、これまで第1・十分位の消費水準と   

比較することが適当とされてきたが、今回これを変更する   

特段の理由はない。   

現行の生活扶助▲事欄（■）と  
生活扶助個当支出疇（田）との比セ  

①夫書手1人世幕（書集書あり）  

153．607円   

1右0，40tl円  150，840円  

【鷺1・十分せ】  【■1・五分位】  

②■身世帯世帯（60■以上）  

Tl，20℡円  71．193円  

82，831円  71．007円  

【暮1・十分位】  用い・五分位】  

（暮料）平成18年全四il★異1∬量特別■計（①、②共ユ）  

主な検旺結果： 体 系  

（現行の体系）  

○ 現行の生活扶助基準は、世帯の個人的緑井（第   

1類責）と世帯共通軽費（第2頸費）とを合井して   

算出。  

（検霞正）  

○ 検証の結果、個人的絶景とされている第1類費に   

おいても、世帯人見に応じたスケールメリットが生   

じていることが確認。  

○ 第1類貴のスケールメリットを反映していない現   

在の世帯人見別の生活扶助基準級は、4人以上   

の多人数世帯に有利。  

（提言）  

○ 生活保護受給者の3／4が単身世帯であること   

から阜身せ帯に着日した基準体系とすることが考   

えられる。  
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主な検証結果： 地域差  

■地別にみた消費支出■と   

生活扶助暮軸の比餃  
（現行の地域差）  

○ 現行の故地制度は、地域lこおける生活様式や物   

価差による生活水準の差を反映させるため校定。  

○ 現在は6区分で、1敵地－1と3故地－2との間は   

22．5％の差。  

（検証）  

○ 検証の結果、現行の敵地別の生活扶助基準綴   

の地域差に比較して、地域間の生活扶助相当支   

出額の差は縮小。  

（注）ー生活扶助相当支出■」lま、年間収入■■書1－8・五分愴   
に▲ナも世鞭の1人当たりの生活扶助相当支出t   

（t岬小平戚18年全■川暮井■■量特別嘉什  
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その他：勤労控除  

（現行の勤労控除）  

○ 現行の勤労控除は、生活保護受給者が勤労収入を得て   

いるときに、その一定程度を手元に残すものであり、   

①勤労に伴う必要経費を補填するとともに、   

② 勤労意欲の増進及び自立の助長を図る   

ことを目的とする制度。  

（検証）  

○就労に関連する経文の実態をみると、収入の1割程度。  

（勤労意欲に関する議論の整理）  

○勤労意欲を一層増進するエ夫を図るべきであるが、どの   

ようなエ夫が可能か、次の点などを踏まえた検討を行う   

ぺき。  

①収入増により保護★が減額されると勤労意欲を阻害す   

るので、勤労収入の一定程度を手元に残すこと。  

②特に保護からの脱却に賀する仕組みを検肘すべきこと。  

③勤労意欲を高める仕組みについての実狂的な検柾を   

行うこと。  

現行の動労捜陣の♯羊  

0駄労咄入8．000円までは全■捜幹  

○駄労職人240．000円の暮■控持■〇3．190円が上■  
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18  



Ⅱ 漏給防止・濫給防止  

生活保護の漏給防止・濫絵防止対策の骨格  

（平成20年鹿の主要施策の全体イメージ）  

○現業員の充足・査察指導体制の   

充実・整備  

○稼働能力判定会議   

○自治体間の情報共有・相互評価  

○生活保護事務の汀化  

○町村福祉事務所の設置  

○不祥事等の防止対策  

福
祉
事
務
所
の
体
舗
＿
儀
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生活保護法体系（主なもの）  
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「生活保護行政を適正に運営するための手引（平成18年3月30日）」のポイント  

Ⅱ 指導指示から保護の停廃止までの対応  
Ⅰ申拝相放から保護の決定までの対応  

○ 法第27条に基づく指ヰ指示と保護の変更・停止t   

廃止  

○ 稼働能力のある者に対する指導指示  

○ 履行期限を定めた指導指示  
・指導指示に履行期限を付し、期限までに履行さ   
れない場合には保護の廃止等を行う方法を明記  

○ 届出義務の遵守  

○ 収入申告書等の徴取  

○ 関係先調査の実施  

・金融機関等に対する資産の調査に関する   
個人情報保護法との関係や留意事項を明記  

○ 暴力団員に対する生活保護適用の考え方  

・暴力団員に対しては保護を適用しないこと  
・暴力団員該当性の確認等に関する警察との   
連携要領   

○ 年金担保貸付利用者への対応  

・生活保護受給中の者には年金担保貸付を行   
わない  

・過去に年金担保貸付を受け、それが原因で   
生活保護を受給した者が再度貸付を受けた場   
合は生活保護を適用しない  
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Ⅳ 費用返還・徴収及び告訴等の対応  

○ 費用返還・費用徴収処分の適用の判断  

○ 費用徴収の方法  

○ 不正受給事案の告訴等の手順  
・告訴等に際しての考慮事項、警察との連携要領  
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平成20年度保護の実施要領改正の概要  

1相談申請時における対応、廃止時の辞退届の取扱いについての規定の創設  

一次官通知を新設し、「申請権を侵害しないことはもとより、申請権を侵害していると疑われるよう  
な行為も厳に慎むこと」を明記  

・保護の相談における開始申請の取扱い、及び要保護者の発見一把握について局長通知に規定  
・相談時には申請意思の確認が必要であることや、扶養義務についての誤った説明が申請権の  
侵害にあたるおそれがあること、を課長通知に明記  

・「辞退届」が有効となるためには、本人の任意かつ真蟄な意思に基づくことが必要であること、保  
護の廃止決定にあたっては、本人から自立の目途を聴取するなど、保護の廃止によって直ちに急  
迫した状況に陥ることがないよう留意すること、を課長通知に明記  

2 稼働能力の活用についての規定の創設  

・次官通知を新設し、「要保護者に稼働能力がある場合には、その稼働能力を最低限鹿の生活の  
維持のために活用させること」と明記  
・稼働能力の活用しているか否かについては、①稼働能力があるか否か、②その具体的な稼働  
能力を前提として、その能力を活用する意思があるか否か、③実掛こ稼働能力を活用する就労  
の場を得ることができるか否かにより判断すること、及び①～③のそれぞれの判断の仕方につい  
て、局長通知に記載  
・現に就労している者の稼働能力の活用状況も、上記①～③により判断する旨、課長通知に記載  

3 援助方針の策定、関係機関との連携についての規定の創設  

・従来の「処遇方針lを「援助方針lに変更。個々の要保護者の自立に向けた課題を分析し、それ  
らの課題に応じた具休的な援助方針を策定すること、また策定した援助方針は、原則として墓保  
護畳杢人に説明し．理解を得るよう努めることを、局長通知に規定  
■あわせて、援助方針の見直しは少なくとも年1回以上行うことなどを規定  
・被保護者への指導援助にあたっては、関係機関と必要な連携を図ること、を局長通知に明記  

4 通勤用自動車保有要件の緩和  

・保有が認められる地域について、従来「山間僻地等地理的条件、気象的条件が悪い地域」とし  
ていた課長通知を「公共交通機関の利用が著しく困難な地域」に変更し、要件を緩和  

・あわせて「公共交通機関の利用が著しく困難な地域にある勤務先」に自動車により通勤する場  
全も免責を容認できるよう課長通知を改正  

・保護開始申請時に就労していない場合であっても、概ね6か月以内に保護から脱却することが  
盈蓋1；見込まれる場合は、一定の条件を満たせば卓動車の処分指導を保留できる旨の課長通  
知を新設  

貸住宅の天  更    要 れ 火災保険斗及び保 人がいない場合の草正料  
オぞわ敷金寺 更新米等の限度額 住宅大約痔及び更新時の火火保険料 保正料の 定 ■‾                  の巨圏内て 疋 ‖′  課長遺失 改正  
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E頭重ヨ  
（基準） 移送に必要な土小限度の額  
（範囲） 入院・転院・退院・通院に係る交通兼   

〔車重垂〕  

○給付額（平成18年鹿）   

・医療扶助費 1兆3，500億円   
■うち移送責  44億円（0．3％）   

○医療扶助人見（入院外）1人あたり移送責  
年間 約4．000円  

匪〕  （3月3日（月）全国会陣、4月実施）  

○生活保護で支給する移送井の範囲は、原則   
として、卿   
範囲と同等とする。   
（か災害現場等からの緊急搬送  
②離島等からの搬送   
（卦移動困難な者の転院  
④移植のための医師派遣、臓器等の搬送  
（注）生活保捜は国民健鷹保険の例によることが  
原則  

○上記によりがたい場合、個別に内容を手査し、   
下記の事項に駿当する場合は、例外的に   
移送兼を支給。（受診医療機関は、原則、   
福祉事務所管内の医療機関に限定）  
①身体障害等でt車・バスの利用が  
困難な場合  
②へき地等で交通費が高額になる場合  
③検診命令による受診  
④医師の往診等に係る交通費  

○ 例外的給付を行う場合については、医師の  
意見、嘱託医協議等をもとに、給付の必手性  
を十分に検討した上で決定  

自｝治体間の連用格差  

○医療扶助人員（入院外）1人あたり移送糞支給件数  
・都道府県間で 67倍（七大4．66、t低0．07）  

医療扶助における後発医薬品の使用促進に  

被保護者には、後先医薬品が使用できる場合には、後発医薬品の使用を求めることとする。  

後発医薬品の使用促進は、医療保険における取扱いに合わせる改正であるが、被保横  

寺は後発医薬品を選択するインセンティブが≠きにくいことに鑑み、福祉専務所の榊を  

通じて後発医薬品の使用の指導を徹底するための措鷹   

○ 同じ効き目・安全性で価格が安いため、線色♯暑に対しては．匿攣的理由がある1合をはき．牡集匿稟晶の使用   

皇蜘。   

○ 医薬品の種類や病状等により後発医薬品が使えない場合があるので、被保護者には、処方医・薬剤師に、後発医  

薬品の使用が可能か相談をさせるとともに、後発医薬品が使える場合は、後発医薬品を選択するよう指導。   

○ 福祉事務所においては、レセプト点検や薬局への確認等により、調剤の状況を確認するとともに、被保護者が後発  

医薬品が使えるのに、先発医薬品を使っていた場合、指導を行う。  

（●考）後発眉薬品（ジェネリッタ医薬品）について  

後発医薬品（ジェネリツク医薬品）とは、先発医薬品と同じ有効成分、同じ効き目をもつ医薬品。  

1．効き目や安全性は、先発匪薬品と岡讐  

国では、後発医薬品が、先発医薬掘と効き目・安全性が同じかどうかについて、欧米と同じ基準で審査を行っている。  
※薬の形・色や味は、先発医凛晶と1なる場合がある。  

2．先弁匿集晶よりす檜が安く経済的  

後発医薬品は、ほとんどの場合、先発医薬品より価段が安くなっている。  

そのため医療保険を初め日本全体として後発医薬品ができるだけ使われるように取組をすすめている。  

3．欧米では、l■広くせ用。  

アメリカ、イギリスやドイツでは、使われている医薬品のうち、約半分は後発医薬品である。  
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◆年金手帳、健康保険証、介護保険証としての役割を果たし、年金の記録等を自宅においても常時、安   
全かつ迅速に確認できるものとしつつ、将来的な用途拡大にも対応可能なものとする。  

◆2011年度（平成23年度）を目途に導入することを目指し、今後、費用等を含めた選択肢を整理し、更   

に具体的な仕組みの検討を進める。  

②プライバシー侵害、情報の一元的管理に対する不安が極力解消される仕組みとする。  

○ 力一ドに収鏑する情報を本人確認のために盛事な最小限のものに限定するとともに、安全性に優れた  

ICカードを導入し、不正な情報の読み出し等による被害を防止する。   

※カードに収録する情報は、移行期や異常時の対応等を踏まえて決定する。  

○ 資格情報は、従来洩り、書制虐の保険者が管理し、資格情報を何らかの方法で関連づけた上で、カードには   

加入者を特定するためのヰとなる情報を収鰯し、その情報を利用してデータベース上の資格情報にアクセスする  

ことにより、資格確認を行う。  

※加入者を特定するための保としてカードに収録する情報の選択肢   

案1：各制度共通の統一的な番号   

案2ニカードの識別子（カードを識別する記号等）   

案3：各制度の現在の被保険者番号  
案3－2：各制度内で不変的な番号を創設   

案4：基本4情報（氏名、生年月日、性別、住所）  

○ 資格情報のセキュリティ対質を徹底するとともに、カードの収録情報に応じた利用制限（例：番号の告知要求   

制限、データベースの構築禁止等）を検討する。  

③コストを抑えつつ、より多＜の効果を実現する、費用対効果に優れた仕組みとする。  

○ 開運する仕組み（レセプトオンライン請求、住墓カード発行、公的個人認証サービス、t手札喜輔儒の   

仕組み）を最大限に活用し、必要となるコストを抑制する。   

○ 簡単・確実に自分のカードを受け取ることができ、自分以外が受け取ることがない方法を検討する。  

※カードの交付についての選択肢→案1：市町村が交付 案2：医療保険者が交付 案3：年金保険者たる国が交付  
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生活保護事務の汀化の推進について  
生活保護データの効率的な活用  
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生活保護業務データシステム（仮称）概念図  

Ⅲ 自立支援  
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言祉から雇用へ」推進5か年計画』の  
～誰でもどこでも自立に向けた支援が受けられる体制整備～  

○ 福祉を受ける方に対して、可能な限り就労による自立・生活の向上を図るハ（※）   

一 国民が社会的、経済的、精神的な自立を図る観点から、自ら、働いて生活を支え、健康を維持する、といった   
「自助」を基本に、それを「共助」、「公肋」が支える福祉社会を構築  
※ 自立の支援や生活の向上が目的一自助努力のみでは生活に印する方に対しては積祉により通徹に対応  

○ 緒についたばかりの福祉事務所等とハローワークの連携による「福祉と雇用の連携」施策、   
地方自治体における自立支援策を加速  

〔例枯祉事務所において、自立・就労意欲のある生活像護や児暮扶書手当の受給者を選定し、ハローワークにおいて、就労支援を美ぬ  

の連 進するとともに、産業界等の   O「福祉から雇用へlの実効性を高めるため、関係機関携を促   
理解・協力を得ながら（潔）、『「福祉から雇用へ」推進5か年計画』として実施  

※ 産♯界・企真の理♯、協力   
・職＃紹介、れ集訓練繹を受けた後におけるt用の機会の確保   
・ 母子世帯零の実情を踏まえた多様な働き方や、陣専有1用事遠戚の必事情への理♯などの書撫改羊   
・ 企蠣の生塵性の向上などにより、安定したt用櫨会の創出や、千金の引上げを図ること   
楕祉施股朋係書、特別支援学校関係者専の★放散革も必手  

○福祉から雇用への移行を推進する「5か年計画」を策定するとともに、具体的な「目標」を定めて取り組む。  

（特に、19～21年度の3年間lこ集中的に取組を強化する。）  
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『r福祉から雇用へj推進5か年計画』における重点戦略  

地域の特性を清かした就労支機体制を全阿属憫  

O「陣書者就業・生活支援センター」を全陣専優傭福祉■囁に敗t（約400カ所）  

0各省庁一各自治体における陣書者に対する一事十レンジl■」の推進・拡大  

○陣青春に対する「就労移行支援事業」を暮■■∫するとともに、t●▲■暮において「エ書倍増5か年計画」による  

福祉的就労の底上げを推進  
○平成19年度までに「生活保護の就労支援プログラム（※）」を全自治ヰで策定  

（※）意欲の向上や職業意識の啓発、技能修得、就職支援等、段階的・計画的な支援を行うプログラム  

○母子女鹿等劇彙・自立支援センターやマザーズハローワークなどの子書て女性暮点支援拠点を全風月爛  

生活保護受給者に対する自立支援の推進  

自立支援プログラムのヰ入（平成17年度～）  

○ 被保護者の状況や自立阻害要因を矩型化し、自立支援の具体的内容と手順を定めた個別   
プログラムを自治体が策定  

○ 個々の被保護者に必要なプログラムを選定し、関係部署、保健所、医療機関、福祉施設、   
N PO等と連携し自立支援を組織的に実施  

※ 自立支援プログラムの例  
・ 稼働能力を有する者（経済的自立の支援）  
→ 就労支援員（職安OB等）を福祉事務所に配置し、就労支援を行う。  

・ 長期入院中の者（日常生活自立の支援）  

－－ 嘱託医等、医療機関等と連携し、退院を促進する。  

・ 高齢者等（社会生活自立の支援）  

－一 社会福祉協議会、保健師、NPO法人等と連携し、傷病や閉じこもりを防止し、健  
康的な自立生活を維持する。  
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1自立支援プログラムの策定状況  

0
 
 
 
 
0
 
 

0
 
 
 
 
0
 
 

8
▲
V
 
 

プ
ロ
グ
ラ
ム
数
 
 

田平成‖年12月  
□平成18年12月  

鮭済自立  日＃生活自立  社会生活自立  

平成17年12月  平成18年12月  平成19年12月  

プログラム蝕  割合  プログラム数  割合  プログラム数  割合   

策定済み個別支援プログラム  585  100．0％   1．638  100．0，i   2．592  100．0％  

経済自立に関するもの   311  53．2，i   675  41．2％   1，183  45．6，i  

日常生活自立に関するもの   214  36．6％   808  49．3％   1．165  45．0％  

社会生活自立に関するもの   60  10．2％   155   9．5％   244   9．4％   

※1自治体で、複数のプログラムを作成している場合がある。  

2 就労支援プログラムの策定状況   

【平成19年度の運用方針】   

○ 全自治体で就労支援に関するプログラムを策定   

【就労支援に関するプログラム策定状況】  

平成18年12月   平成19年12月   

就労支援に関するプログラム策定済自治体数   422  49．2％   730  84．1％   

就労支援に関するプログラム未策定自治体数   435  50．8％   138  15．9％   

就労支援に関するプログラム数   620  1．143   

【平成19年12月の就労支援に関するプログラム策定状況】  

ロ8書生憲■立  

口杜義士窟■立  
ロー責■立  
田■分量tl   

〔ユーの■  

■方丈■に■ナるプロダウム  
tt礪■カ♯  
■鸞1■に■ナもプロクワム  
♯t薫■カ体  
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3 福祉事務所とハローワークの連携による生活保護受給者等就労支援事業（平成17年鹿～）  

福祉事務所  

○ 生活保護受給者の中から、支援対象者を選定し、ハローワークヘ支援要請  
○ 支援対象者は、稼働能力を有し、就労意欲が高い看（リストラされた者、母子モ庭の母等）で早期に適切な就儒支援を行うことに   
より、自立の可能性が見込める者  

＋  ハローーワーク  

○ 就労支援チームの構成メンバー  
・安定所担当コーディネーター（全国のハローワークに175名配t）等  
・福祉暮辣所担当コーディネーター（各福祉事務所職員であるSV、CW）  
○ 支援対象者と面接し、支援対象者の態様に応じた5つの支援メニューから選定し、支援を実施  

①就職支援ナビ  
ゲーターー（105名配  

置）による、就職活  

動方法決定、面津指  
導、求人選定等  

（訃基礎知償、マ  

ナー等の準備講習  
付公共職業別練等  
の実施、受講斡旋  

④生業扶助等の活  
用による民間の教   
育訓練講座の受   
講勧奨  

②トライアル雇用の   
活用  

⑤一般の職業相鉄・  
紹介  

生活保護受給者等就労支援事業の実施状況（平成18年度実棚）  

支援対象者数①  支援開始看数   支援終了者数  支援終了者のうち就職者数②   

生活保護受給者   1旦⊥ 9．129   8．994   邑」至旦旦   

※ 支援対象者数（Dに占める乱掘者数②の割合は、52．3％となっている。  

4 就労支援の成果  

○ 就労支援により約17，700人が新規就労・増収を実現  

（単位：人）  

新規就労   増収   合計   

ニ事務所による就労支援プログラム   
9，237   3．043   12，280  

（75％）   （25％）   （100％）   

－ワークとの連携事業   4，222   1，189   5，411   

吉保譲受給者等就労支撲事業）   （78％）   （22％）   （100％）   

合 計   13．459   4，232   17，691  

（76％）   （24％）   （100％）  

（平成18年度実績）  

（注1）福祉事務所による就労支援プログラムの参加者は、34．000人。  

（注2）前頁の就職者数と／ヽローワークとの連携事業の新規就労・増収の合計に差異があるのは、同一の参加   

者が就職と退職を複数回繰り返した場合、前頁は延人見、本頁は実人員でカウントしているため。  
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5 平成20年度の自立支援プログラムの運用方針   

○ 全自治体で、債務整理に関するプログラムを策定   

○ 生活保護受給者等就労支援事業を一層活用し、自治体独自のプログラムと本事業を連動  

させた仕組の構築   

○ 稼働能力判定会議の設置・運営の積極的な取組   

○ 自立支援業務に関する研修の充実  

平成20年度  平成19年度  

自立支援の手引きの作成  各部遭府県における自立支援を組み込んだ研鱒を奨励  

○位t付け  
各自治体における♯務の蓼考とし   
て、またはケースワーカー専に対す   
る研♯教材として利用するもの。   

○内 容  
面繚の技術や態度、自立支援の開   
始から終編までの流れ、支援に即す   
る思考の方法、支攫対t書への関与   
の仕方など、自立支櫻集務に共通の   
事積及び就労支嵐 退暁支捜書の鶏   
型ヰに固有の自立支檀の視点や考え   
方を示したもの。  

：自立支援の手引きを用いて、被保雄者の自立を支摸す： ll  

：るために必要な対人援助技術やケースワーク等に関する； 1  

：研修を実施することを通じて、現業員の書門性や対人捷：  

l 

l  

し－＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿－【＿＿－－＿＿＿＿＿＿－＿＿＿■■＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿l  

※ 自立支捜の内容を組み込んでエ夫を凝らした研修を行う自治体に   

対して、セーフティネット支檀対策等事業文相助金による支援  

※ 研靡方法及び研蠍講師専の攣事情職の提供  

研♯手法の研究及び研鯵教材（DVD）  
の作成  

6 生活保護受給者等就労支援事業の新たな取組（就労支援アクションプラン）（平成20年度～）  

福祉事務所担当  
コーディネーター  

就労支援チームによる支援  

生
活
保
護
受
給
者
・
児
童
扶
養
手
当
受
給
者
 
 

①ナビゲーター   
によるマン   
ツーマン支援   

②トライアル   
雇用   

③公共職業訓練  

◎
就
労
支
援
テ
ィ
ム
に
よ
る
面
接
 
 

就
労
に
よ
る
自
立
 
 

・・・20年度新規事項  
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中国残留邦人等に対する  
新たな支援策について  

社会・援護局援護企画課   

中国孤児等対策室   



中国残留邦人等に対する新たな支援策について  

1．新たな支援策の概要  
（1）趣  

○中国残留邦人等は、今次大戦に起因して生じた混乱等により、本邦に引き揚げる  
ことができず、引き続き本邦以外の地域に居住することを余儀なくされた方々。  

○ このような中国残留邦人等が置かれている特別の事情にかんがみ、その老後の生  
活の安定のための特別の措置を講じる。  

くコア  

（2）新たな支援策  

○老齢基礎年金の満額支給（法改正事項）  参考資料P42参照   

参考資料P46参照   

参考資料P48参照   

・    ＝＝＝⊃－  

○老齢基礎年金を補完する支援給付（法改正事項）＝＝＝三＞  

○地域社会における生活支援（予算措置）  一     ＝＝＝－  



2．福祉事務所に求められる取組み   

（1）支援給付の実施機関となる場合の配慮   

支援給付制度の運用に当たっては、法律の規定に基づき、最大限の配慮  
を行うことが求められている。  

、lこ三ノ  
①支援給付を担当する部署に「支援・相談員」を配置。  

②支援給付の実施において生活保護とは異なる運用も措置。  

（2）運用上の留意事項  

①支援・相談員   

一中国残留邦人  
ヽ
 
 

く
 
 
 

深
 
 
 

解
 
用
理
 
 

舌
こ
 
ヽ
ヽ
／
 
l
 
 

の
等
 
 

中国語又はロシア語ができる支援  相談員を  

支援給付の実施機関へ配置し、中国残留邦人等のニーズに応じた助   等を行  昌   

うことにより安心した生活が送れるよう支援するものであるから、積極的な  
活用をお願いしたい。   



②生活保護との相違点（例）   

ア 支援給付開始申請時の資産の取扱い  

○預貯金や現金を保有している場合  
・・・老齢基礎年金が満額支給される際に手元に残ることとなる拠  
出保険料相当額の一時金と預貯金等（生命保険の解約返戻金を  
含む。）とを合算して、考齢基礎年金の満額支給に必要な40  
年間分の保険料相当の一時金の額（10，400円×12月×40年＝  
499．2万円）まで保有を認める 。  

保険を保有している場合、  ○ 生  

と
 
 
 

る
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給
 
 

支
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満
 
 

金
 
 

年
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・解約返戻金の額が預貯  
に手元に残ることとなる  

金
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な
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算して、老齢基礎年金の  

0
 
 

＼
 
 

し
 
 

な
 
 

め
 
 

求
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約
 
 

解
 
 

の一時金の額（499．2万円  
）
 
 

○不動産については、   
・－・生活保護制度に準じて長期生活支援資金（リバースモーゲージ）  

の貸付等を検討することとなる。  
ただし、実際の運用に当たっては、個々の事情に十分配慮する  

必要があることから、対象となる資産を保有する者から支援給付  
についての相談又は申請があった場合には、別途当省と個別に相  
談■協議願いたい。   



イ．収入認定の取扱い  

（ア）収入認定から除外されるもの  

○満額支給される老齢基礎年金と保険料を拠出した中国残留邦人等に  
支給される一時金は、全額収入認定から除外し、これら以外の収入も  

0
 
 

る
 
 

す
 
 

外
 
 

除
 
 

、
b
 
 

＼
 
 

・
刀
 
 

定
 
認
 
 

入
 
 

を
 
 

割
 
 

3
 
 

（イ）収入申告の時期  

○開始申  
■    ■    ■  直近月の収入（同居している者の収入は原則として前年の所  
得額）を申告させる。  

○支援給付継続受給者   
■・・原則として年1回。前年1年分の収入総額を申告させる。  
2世等と同居している場合の2世等の収入申告は、前年の所得  
額を申告させる。  

ウ．そ の他   
○医療支援給付は、簡便な手続きで受診が可能となり、又、病院等の選択  
も原則自由。   
○ 中国残留邦人等が子と同居していることを理由に、支援給付が受けられ  
なくなることがないよう配慮。   
○中国等渡航期間中（原則1～2ケ月程度）も支援給付を継続支給。  

ノ．㌦  ノ」－頑己二一・－－も二専一．』＝言T†．ユ・  、讃＿」ち＿し∫。＿－，．．＿－一一一冊一一．血・rニー・、   ・一JhLJh ＿r†、仙′1，・－ヰ  豊沃＝三＝＝rrノニニ1ざ二，丁こ「▼～  ＿，＿、1イ＿＿．一人－，．＿一－√｛   尋■ごふT、㌔▼  



3 その他、事業の推進に協力願いたい取り組み  

地域社会における生活支援（中国残留邦人等地域生活支援事業）の実施  

（1）目的   

中国残留邦人等は長期にわたり海外にあったため、言葉や生活習慣等の相違から   
定着先の地域社会において様々な困難に遭遇している現状を踏まえ、地域における   

多様な施設や活動等をネットワーク化し、中国残留邦人等が地域において生き生きと   

暮らすことができるよう地域支援を促進することを目的とする。  

（2）主な事業   

① 中国残留邦人等への地域生活支援プログラム事業  （参考資料P51参照）   

② 地域における中国残留邦人等支援ネットワーク事業（参考資料P52参照）   
③ 身近な地域での日本語教育支援事業  （参考資料P54参照）   

④ 自立支援通訳等派遣事業  （参考資料P54参照）   

※ いずれも、市区町村に対する補助事業（セーフティーネット支援対策等事業費  
補助金）として実施  

（3）福祉事務所の役割   

中国残留邦人等が居住する市区町村が地域住民やN PO、ボランティア団体等と   
連携して、地域が一体となり中国残留邦人等を支援するものであり、福祉事務所に   
おいても支援・相談員の家庭訪問等を通じて、中国残留邦人等のニーズを把握し、   
関係事業に適切に参加できるよう支援及び指導願いたい。   



（4）実施主体との連携   

○福祉事務所において、中国残留邦人等が必要とする支援事業のニーズ   
を把握した場合には、当該事業を管轄する実施主体と連携を図り必要な   
支援を受けられるよう配慮願いたい。  

一郡部においては、中国残留邦人等が広範囲に分散して居住し、町村が実施   
主体となることが困難な場合は、都道府県援護担当課が実施主体となること   
があるので、郡部を管轄する福祉事務所におかれては、各町村の支援事業の   
実施状況等を把握し、必要に応じ都道府県援護担当課（参考資料P5了）と連  
携願いたい。  

・市部においても都道府県援護担当課が中国残留邦人等の居住者数が少ない   
市に代わり事業を実施することがあるので、同様に留意願いたい。   



中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律  

の一部を改正する法律（平成19年法律第127号）の概要  

○ 中国残留邦人等は、今次の大戦に起因して生じた混乱等により、本邦に引き揚げることができず、引き続き本邦以外   

の地域に居住することを余儀なくされた方々。  

11国民年金の特例等（老帯基礎年金の満額支給）  

① 永住帰国した中国残留邦人等で一定の要件を満たす者（以下「特定中国残留邦人等」という。）は、帰国前の国民年金制   
度に加入できなかった期間だけでなく、帰国後の期間についても、保険料を追納することができる。  
② 国は、特定中国残留邦人等に対して、全期間（40年分）の保険料相当額の一時金を支給することとし、その中から保険   
料追納分を控除して、当該中国残留邦人等に代わって保険料を納付する。  

2 支援艦付の実弟（老齢基層年金瀾麿による対応を補完する生溝支援）  

① 特定中国残留邦人等について、老齢基礎年金の満額支給に加えて、その者の属する世帯の収入が一定の基準に満たない場合   
には、支援給付を行う。  
② 収入の算出に当たっては、満鏡の老齢基礎年金及びそれ以外に収入があった場合はその一定の割合についても除くこととし、   
収入が増加するようにする。  
③ 支援給付の種類は、生活支援給付、住宅支援給付、医療支援給付等とする。  
④ 支援給付を受けている中国残留邦人等が死亡した場合は、配偶者に支援給付を行う。  
⑤ 支援給付の実施に当たっては、中国残留邦人等の置かれている事情に鑑み、必要な配慮をし、懇切丁寧に行うものとする。  
⑥ 以上のほか必要な事項については、生活保護法の規定の例による。  

3 譲渡等の禁止及び非課耕措置等  
01の一時金及び2の支援給付は、譲渡、担保、差押えができない、及び租税その他の公課を課することができない。  

4 訴訟費用の特例  

○ 訴訟上の救助により支払が猶予された費用について、本法公布後、原告が訴訟を取り下げ、請求を放棄し、又は裁判上   
の和解（訴訟を終了させるものに限る。）をした場合は、国は、これを請求することができない。   
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中国残留邦人等に対する支援策  

中国帰国者自立  

研修センター  
中国帰国者定着  
促進センター  研

修
施
設
で
の
支
援
 
 

◎永続的に利用可能  

◎適所施設  

◎事業内容   

▲就労に結びつくような日本語習得支援  

・生活相談や帰国者同士などの交流支援   

■各地のボランティアの活動情報の収集と提供  等  

◎帰国後 6ケ月  
◎入所施設  

◎集団指導で  

・日本語教育  

・生活指導  

・就職相談 等  

◎定着後 8ケ月  
◎通所施設  

◎事業内容  

・日本語指導  

・生活指導  

・就職相談  等  

◎中国帰国者等への地域生活支援プログラムの実施  
◎地域における中国残留邦人等支援ネットワーク事業  
・地域住民の理解を得るための研修会開催に必要な経費の補助  
・地域住民や中国残留邦人等の調整を行う者（支援リーダー）の活動費補助 等  
◎身近な地域での日本語教育支援  
・地域ボランティアが実施する日本語教室に対する助成  
・民間日本語学校利用時の受講料補助 等  
◎自立支援通訳、自立指導員等の派遣費用の補助   

地
域
で
の
支
援
 
 

地域における多様な  

ネットワークを活用  

し、地域で安定して  

生活できる環境を構  

築する。  

三コ ▲  



中国残留邦人に対する新たな支援策のスキーム  

書の 老齢基礎年金の満額支給の実施と  
…直「補完する生活支援」を実施  
l＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿●＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿－＿＿＿＿＿＿＿＿＿  

② 生活保護とは別   
途の法律に基づく   

給付金制度。  

生活費のみなら   

ず、住宅費用、医   
療費、介護費用な   

ども個々の世帯の   

状況に応じて対応。  

「補完する生活  

支援」の給付金   

80，820円  

【生活扶助基準］   ［残留邦人世帯の生活費】′  

生活扶助責  
80，820円  

① 満額の基礎年金   

を支給。  

この年金は「補   

完する生活支援」   

の給付金と併給。   

年金  66008円  

※ 生活扶助基準は、1級地－1（例えば東京23区）の例。単身世帯。  
［今回の新たな支援策】  



3月24日 支援■相談員研修会での中国残留孤児訴訟弁護団  
の説明要旨から抜粋  

支援・相談員に就任された皆さんへ  

新たな支援策の実施に当たっての配慮について  
－「人間としての尊厳」」を回復できる運用と心配りを －  

○ 支援給付申請の窓口を担当されるにあたって  
（1）苦難の人生に耐えぬいてきた日本人、祖国日本を愛する日本人として、尊敬の気持ちで温かく  
接して下さい。  
（2）「生活保護ではない制度」が実感できるような接し方をお願いします。  
特に今回申請するのは、生活保護を受けてこなかった人。プライドもある。  
「厳しいチェック」ではなく「相談に乗る」という姿勢で。  

（3）中国との縁の深さ、日本の親族との縁の薄さについても理解を。  
（4）中国残留邦人の要求が制度上、実現困難な場合も、新たな支援策に対する期待の大きさを理解  
され、制度の仕組みを丁寧に説明して下さい。  
（5）支援給付以外の、様々な相談や要望についても、窓口になって下さい。   

○ 地域生活支援プログラムの策定■実施を担当されるにあたって  
支援・相談員は、市区町村の中で「中国残留邦人について最も深く理解している職員」という   
位置付け。地域生活支援プログラムの担当責任者や福祉事務所の職員に「意見を述べることがで   
き」、責任者や職員はその意見を「尊重する」とされている。中国残留邦人の本当の要望は何か   
を丁寧に把握し、市区町村の職員にニュアンスも含めて臆することなく伝え、真に役立つ支援政   
策が立案・実行されるようご尽力をお願いします。   



医療給付手続きの流れ  

生活保護（医療扶助）給付手続  残留邦人（医療支援給付）給付手続  

①医療扶助の申請  

【本人→福祉事務所】  

・受診の希望を福祉事務所へ連絡  

①医療支援給付の申請   

【本人→支援給付の実施機関】  

同左  

本
人
負
担
軽
減
の
た
め
、
支
援
給
付
の
実
施
機
関
と
医
療
機
関
と
の
問
で
直
接
手
続
き
を
行
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②要否意見書の交付   

【福祉事務所→本人→医療機関】  

・給付要否意見書を交付し、医療機関  

において所要事項の記入を受けた  

上で福祉事務所に提出するよう指  

※ 医療機関は、本人の希望を参考  

上⊆＿ヒ⊇つ、福祉事務所において近  

隣の医療機関を選定  

②要否意見書の交付   

【実施機関→医療機関】  

同左  

※ 医療機関は、本人の希望  

に基づき選定  

＝●■‖■l＝●＝■＝＝＝■＝■■－ 

③要否意見書の提出   

【塁塵麹関→本人→福祉事務所】  

・医療機関において、傷病名、医療の  

要否、治療見込期間等の記入を受け  

た上で、福祉事務所に提出  

※ 要否意見書は原則3か月（最長  

6か月）毎に提出を求める  

③要否意見書の提出  

【医療機関→実施機関】  

同左  

④医療券の交付   

【福祉事務所→杢△】  

・患者氏名、有効期間（1か月単位）、  

受診医療機関、傷病名、本人支払  

額等を記載した医療券を発行  

※ 受診医療機関は、原則として  

要否意見書に記載した医療機関  

とする  

④医療券の交付  

【実施機関→医療機関】  

同左   

⑤医療券の確認・受診   

【本人→医療機関】   

・「本人確認証」を医療機関窓口で提示  

・医療機関においては、「本人確認証」   

と「医療券」を確認して治療を行う。  

⑤医療券の確認・受診   

【本人→医療機関】  

・医療券を医療機関で提示し、受診  

する。  

41   



中国残留邦人等に対する新たな支援策について  

（1）老齢基礎年金の満額支給  

留
 
 

旨
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国
後
 
 

帰
 
 
 
趣
中
国
 
 

邦人等の多くは、日本語が不自由であることなどにより、  
も十分就労できない状況にあったことから、帰国前の期間の  

保険料を追納できないばかりか、帰国後の期間についても保険料を  
十分納めることができなかったため、その年金額は十分なものとは  
い難い状況。  
このため」帰国前の公的年金に加入できなかった期間だけでなく、  

帰国後の期間についても、特例的に保険料の追納を認めるとともに、  
追納に必要な額は、全額国が負担することにより、満額の老齢基礎  
年金の支給が受けられるようにするもの。  
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②対象者  
本邦に永住帰国した中国残留邦人等（樺太残留邦人を含む。）で次のいずれの   
要件も満たす者（以下「特定中国残留邦人等」という。）  

ア 明治44年4月2日以後に生まれた者  

イ 昭和21年12月31日以前に生まれた者（昭和22年1月1日以後に生まれ、昭和21年12月   

31日以前に生まれた中国残留邦人等に準ずる事情にあるものとして厚生労働省令で定める者を含む。  

ただし、60歳以上の者に限る。）  

り 永住帰国した日から引き続き1年以上本邦に住所を有している着  

工 昭和36年4月1日以後に初めて永住帰国した者  

③制度の概要  
ア 保険料相当額の一時金支給と保険料の代理追納  
特定中国残留邦人等に対し、国が老齢基礎年金の満額支給に必要な全期間分（最   
大40年間分）の保険料相当の一時金を支給し、その中から、保険料追納分を控   
除し国が当該特定中国残留邦人等に代わって納付。  

480月   



イ 拠出した保険料相当分の支給  
既に、特定中国残留邦人等が保険料を拠出している期間に相当する分について   
は、保険料の追納は行わず、当該中国残留邦人等に直接支払い。  

④老齢基礎年金の額改定  
申請が認められた年金受給中の特定中国残留邦人等については、平成20年3   
月以降、②のアの一時金の支給の際に追納保険料が納付され、追納された月の翌   
月分から老齢基礎年金が満額に改定されることとなっている。  

また、申請が認められた65歳前の特定中国残留邦人等の老齢基礎年金は、繰   
上げ請求がなければ65歳から満額で支給開始。  

⑤繰上げ年金の額の改定に係る特例  
老齢基礎年金を満額支給するための一時金の支給対象者で、繰上げ請求により   
既に65歳前から減額された老齢基礎年金の支給を受けている者について特例が   
設けられ、この特例による調整を申し出れば、減額がない満額支給を受けること   
ができるよう措置。  
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（参考）申請から年金額改定までの流れ  
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⑫ 改定後の年金を支給  
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（2）老齢基礎年金を補完する支援給付  

①制度の概要   

支援給付は、老齢基礎年金を受給してもなお生活の安定が図れない中国残  
留邦人等に対し、老齢基礎年金制度による対応を補完する制度として設けら  
れたものであり、その内容は基本的には「生活保護法」の例によるものとし  

ている。  （改正法第14条第1項～第4項）  

＜支援給付の種類＞  

ア 生活支援給付  

イ 住宅支援給付  

り 医療支援給付  

工 介護支援給付 等  

＜実施機関＞   

支援給付の実施機関は、生活保護法の規定の例により都道府県知事、市長  
及び福祉事務所を管理する町村長が実施機関となるが、支援給付の実施に当  
たり、実際の事務をどの部署で担うかについては、各自治体の判断としてい  
る。  
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②対象者  

ア上記（1）②の特定中国残留邦ネ等とその配偶者で、世帯の収入が  
一定の基準に満たない者  

イ 支援給付を受けている特定中国残留邦人等が死亡した場合の配偶者  
り支援給付に係る改正法の施行（平成20年4月1日）前に、60歳  
以上で死亡した特定中国残留邦人等の配偶者で、法施行の際現に生活  
保護を受けている者   



（3）地域社会における生活支援（予算措置）  

①支援の内容   

中国残留邦人等が地域において生き生きと暮らすことができるよう、   

地域における多様な施設や活動等をネットワーク化し、地域支援を促   

進する。  

ア中国帰国者等への地域生活支援プログラム事業  
イ 地域における中国残留邦人等支援ネットワーク事業  

り 身近な地域での日本語教育支援事業  
工 自立支援通訳派遣事業  

②対象者   

原則として、本邦に永住帰国した中国残留邦人等（特定中国残留   
邦人等の要件に該当しない者を含む）とその同伴家族  

．
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【中国残留邦人等地域生活支援事業の実施】   

○中国残留邦人等が地域において生き生きと暮らすことができるよう、地域における多様な   
施設や活動等をネットワーク化し、地域支援を促進する事業。  

地域においては、そこで暮らす方々、社会福祉や教育などの関連分野の関係者、  
さらに、地域社会を形成する他の様々な専門家個体一機関によって構成されている0  

このような方々や組織の活動・取組のつながりと連携を取りながら中国残留邦人等の方々が地域の一員として安心して生活できる  

環境を構築し、社会的自立を促すものである。  

公民館   



○中国残留邦人等の地域社会における生活支援は、「セーフティネット支援   

対策等事業責補助金」を活用して行う取組み。  

○実施主体は、中国残留邦人等が居住する市区町村。  

○福祉事務所の関与   

「地域生活支援プログラム」において  

「支援・相談員」が中国残留邦人等のニーズを把握。  

地域生活支援プログラムの実施主体と連携し活用。  

※都道府県事務所は、必要に応じて各町村と連携。  

■／  ダー †   
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① 平成20年度における中国残留邦人等に対する地域生活支援プログラム   

中国残留邦人等の個々のニーズを踏まえつつ、「地域生活支援プログラム」を作成し、  
日本語学習、就労支援、生活相談等を行うものである。  

○実施主体：市区町村（指定都市、中核市を含む）  
メニューの例  

実施主体の連絡協議会  
（構成メンバーの例）  

・支援給付担当課、援護担当課   

・管内市区町村担当課  

＜拠点施設の活用＞   

○支援・交流センター等での日本語学習、交流事業への参加   

に伴う交通責（10万円限度）・教材（1万円限度）の支給  

○適切な教材等の紹介  

家
庭
訪
問
 
 
 

面
 
談
 
 

＜地域ネットワークの活用＞   

○地域で実施する交流事業への参加  

・地域活動の紹介   

○身近な地域での日本語教室への参加  

・民間日本語学校等の紹介（受講料の1／2（20万円）限度  

・ボランティア日本語教室の紹介  

中
国
残
留
邦
人
等
 
 

○地域での就労支援への参加  

・生活保護受給者等就労支援事業  

・就労に役立つ日本語等資格取得支援   

受講料（20万円限度）・受験料（1万円限度）の支給  

＜親族訪問＞  

○中国に居住している親族との再会や見舞いのための訪中時  

支援給付等の継続支給（旅費の収入認定除外）   

、、ンーーーー、、地域のネットワーク  
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②地域における中国残留邦人等支援ネットワーク事業の実施  

地域における多様なネットワークを活用し、中国残留邦人等が地域の  
日本語教室や交流事業等に気軽に参加できる仕組みをつくり社会的  

自立を促すものである。  

（地域での仕組みづくり）  

○ 地域住民の理解を得るための研修会を開催する。  

○ 地域における交流事業等に気軽に参加できるよう地域住民と中国残留邦人等   

との調整を行う者（支援リーダー）を支援する。  

○ 自治体等が実施する交流事業を支援する。  

○ 地域の企業や商店などの関係者に対して、中国残留邦人等の置かれた立場の   
理解を深める講演会等の開催を支援する。   
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実施主体市区町村  

（民間委託可）  

⑧講演会等の実施  
（地域の事業主の理解を得る活動）  

l  l l  

l  l l  

I  l   1  

1  1   1  

1  1   1  

1  1   1  

1  1   l  

○中国残留邦人等の置かれた立場・状況  
について説明  

○就労体験の発表 等  
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○地域の事業主   

地元企業   

商店 等  

○地域  

住民   

民生委員  

老人クラブ会長  

町内会会長   

自治会会長  

ボランティア 等  

⑥支援リーダー  
活動主体や地  
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③ 身近な地域での日本語教育支援事業の実施   

中国残留邦人等が身近な地域で日本語を学べる場を提供し、それぞれの  
状況に応じた支援を行うものである。  

○ ボランティア団体等が地域に日本語教室を開講するための経費を支援  

する。  
○ 地域の民間（有償）日本語教室の受講を支援する。  
○ なお、中国残留邦人等に対する日本語学習方法の助言や目標設定など  
各ブロックに設置した中国帰国者支援・交流センターが支援する。  

④ 自立支援通訳派遣等事業の実施   

中国残留邦人等の日常生活上の相談、公共機関等のサービス利用時の  
通訳、就労のための相談及び健康相談等を行うことにより、地域において  

安心した生活が送れるよう支援を行うものである。  

○ 中国残留邦人等が公共機関の訪問などの際に自立支援通訳を派遣する。  
○ 中国残留邦人等の日常生活上の諸問題に関する相談に応じ、必要な   
援助を行う自立支援通訳等を派遣する。  
○ 中国残留邦人等の就労相談や指導を行う就労相談員を派遣する。  
○ 医師等の地域巡回や個別訪問の方法により、健康相談を実施する。  
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身近な地域での日本語教育 援事業（参考例）  

①地域での活動主体の把握一協力依頼  

実施主体  
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☆民間団体等主催日本語教室  

⑥安定的な教室の開催や学習内容の充実を図るため  

支援対象者の人員割合に応じて事業責を支援する。  

◎民間営業の日本語教室   

⑦受講修了者に対して20万円を限度に受講料等の   

1／2を補助する。  
◎修了者への補助方法協議   

契約の締結等  

■－－－－－－－－－－－→  

．薫 予  
○実施主体が運営する日本語教室  
⑧安定的な教室の開催や学習内容の充実を図るため  

支援対象者の人員割合に応じて事業費を支援する。  

叫 ⑨地域の状況を把握し  

を  
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に応じて事業費  

…△（新規）ボランティア等日本語教室  
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注意：本事業は民間団体等への補助事業ではないので留意されたい。  

：◇（新規）地域交流を通じた日本語教室   



○自立支援通訳  

○自立指導員  

○就労相談員  

地域の保健センター、   

医師会等の協力  
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自立支援通訳の派遣  
・健康相談等の助言・指導  

・医療機関受診  

連携  
一一－－－－－－－－－－－－－－－－－ ◆  

巡回健康相談の実施  
・地域巡回、個別訪問等により  
医療、保健衛生など必要な助言  
及び指導 等  

関係行政機関の助言・指導・援助  瑚  

・介護サービス申請・利用  

・学校関係 等  中
国
残
留
邦
人
等
 
 

就労相談員の派遣  

・就労相談・指導  

・労働事情、雇用慣行、地域の  
職業事情等の説明  

自立指導員の派遣  
・日常生活上の諸問題に  
関する相談・助言・指導、  

公的機関等への連絡・  

付添いや日本語指導等  

の相談・手続き介助 等  

連携  
■トーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー 」ト  

公共職業安定所、企業等への引率  

■離職防止のための指導  

・就労に関する職場開拓  
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【中国残留邦人等地域生活支援事業担当（都道府県）】  

自治体名  部（局）名   課名   係名   
電話番号  

（●は代表）   
内線   FAX   

口  北海道 保健福祉部福祉局   福祉援護課   援護グループ   Oj12045269  0‖2324070   

2  青森県   健康福祉部   健康福祉政策課   保護一援護グループ  0177349278  0177348085   

3  岩手県   保健福祉部   地域福祉課  0196295481  0196295429   

4  宮城県   保健福祉部   社会福祉課   援護恩給班   0222112563  0222112594   

5  秋田県   健康福祉部   福祉政策課   援護・恩給班   0188601370  0188603841   

6  山形県   健康福祉部   健康福祉企画課   地域福祉・援護室   0236302254  0236302301   

7  福島県   生活福祉領域地域福祉グループ  0245217166  0245217917   

8  茨城県   保健福祉部   長寿福祉課   援護担当   0293013337  0293013349   

9  栃木県   保健福祉部   高齢対策課   恩給援護担当   0286233054  0286233058   

10  群馬県   健康福祉部   国保援護課   援護係   
0272262678  

●0272231111   2678   
0272233864   

皿  埼玉県   福祉部   社会福祉課   援護恩給担当   0488303277  0488304782   

12  千葉県   健康福祉指導課   健康福祉指導課   援護恩給室   0432232346  0432226294  
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電話番号  
自治体名  部（局）名   課名   係名  

（●は代表）   
内線   FAX   

13  東京都   福祉保健局生活福祉部   生活支援課   中国帰国者対策係  0353204079  0353881405   

14  神奈川県  保健福祉部   生活援護課  0452104903  0452108859   

15  新潟県   福祉保健部   福祉保健課援護恩給圭  0252805180  0252805742   

16  富山県   厚生部   厚生企画課   恩給援護係   0764443199  0764443446   

17  石川県   健康福祉部   厚生政策課   管理・援護グループ  0762251418  0762251409   

18  福井県   健康福祉部   地域福祉課   恩給援護グループ  0776200328  0776200637   

19  山梨県  国保援護課   援護恩給担当   0552231454  0552231468   

20  長野県   社会部   地域福祉課   保護恩給係   0262357094  0262357485   

21  岐阜県   健康福祉部   地域福祉国保課   社会援護担当   0582721111   2647   0582728264   

22  静岡県   厚生部長寿政策局   援護恩給室  0542212318  0542212864   

23  愛知県   健康福祉部   地域福祉課   恩給援護グループ  0529546264  0529546945   

24  三重県   健康福祉部   生活保障圭   援護・保護グループ  0592242286  0592243085  



自治体名  部（局）名   課名   係名   
電吾舌番号  

（●は代表）   
内線   FAX   

25  滋賀県   健康福祉部   健康福祉政策課   平和■援護担当   0775283514  0775284850   

26  京都府   保健福祉部   高齢・援護室   恩給援護担当   0754144616  0754144747   

27  大阪府   健康福祉部   社会援護課   
0669446662  

恩給援護グループ   ●0669410351   
2429   

0669446662   

28  兵庫県   健康生活福祉部社会福祉局  援護課   援護係   0783623204  0783624262   

29  奈良県   福祉部   福祉政策課   恩給援護係   0742278509  0742220116   

30  和歌山県  福祉保健部福祉保健政策局  福祉保健総務課  0734412476  0734256560   

31  鳥取県   福祉保健部   福祉保健課   援護係   0857267145  0857268116   

32  島根県   健康福祉部   高齢者福祉課   援護恩給スタッフ   0852225246  0852225238   

33  岡山県   保健福祉部   保健福祉課   援護班   0862267320  0862219404 

34  広島県   健康福祉局   社会福祉部   社会援護課   0825133036  0825116715   

35  山口県   健康福祉部   長寿社会課   嘩護班   0839332800  0839332809   

36  徳島県   保健福祉部   保健福祉政策課   地域福祉支援室   0886212170  0886212839   
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自治体名  部（局）名   課名   係名   
電話番号  

（●は代表）   
内線   FAX   

37  香川県   健康福祉部   長寿社会対策課   総務・援護グループ  0878323265  0878060206   

38  愛媛県   保健福祉部生きがい推進局   長寿介護課   援護恩給係   0899122434  0899358075   

39  高知県   健康福祉部   保健福祉課  0888239662  0888239207   

40  福岡県   福祉労働部   保護・援護課   援護係   0926533301  0926433306   

41  佐賀県   健康福祉本部   地域福祉課   援護恩給担当   0952257058  0952257264   

42  長崎県   福祉保健部   原爆被爆者援護課   恩給援護班   0958952427  0958952572   

43  熊本県   健康福祉部   社会福祉課   援護恩給班   0963332199   7046   0963819025   

44  大分県   福祉保健部   高齢者福祉課   恩給援護班   0975062694  0975061了37   

45  宮崎県   福祉保健部   国保・援護課   援護恩給担当   0985267061  0985267346   

0992862830  
2830  

46  鹿児島県  保健福祉部   社会福祉課   調査援護係  
●0992862111  

2831  0992865568   
ク只1ク  

47  沖縄県   福祉保健部   福祉・援護課  0988662177  0988662758   
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支援・相談員について  

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する  
法律の一部を改正する法律（平成19年法律第127号）第14条第5項においては、  

「支援給付の実施に当たっては、特定中国残留邦人等及びその配偶者が日常生活  
又は社会生活を円滑に営むことができるようにするために必要な配慮をして懇切丁寧  

に行うものとする。」とされている。  
このため、支援給付に係る事務に際しては、中国残留邦人等に理解が深く、中国語  
又はロシア語ができる「支援・相談員」を支援給付実施機関に配置するとともに、  
支援・相談員が中国残留邦人等のニーズに応じた助言等を行うことにより安心した  

生活が送れるよう支援することとしている。   



2 業務の内容  
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（1）支援給付事務の補助  

福祉事務所等の担当職員と連携して次の業務を行う。  

【支援給付を受ける方への補助】  

○窓口において、中国残留邦人等が新たに支援給付申請を行う際の申請書類  
の確認や申立て事項についての通訳等を行う。  

○要件の審査に伴う、追加情報の聞き取り等の通訳等を行う。  

【支援給付を受給中の方への補助】  

○■医療等の支援給付実行のための通訳等を行います。  

○定期的な支給要件の確認時の通訳等を行います。   



（2）生活相談等  

福祉事務所等の担当職員と連携して次の業務を行う。  

○単独若しくは、福祉事務所等職員と同行の上、中国残留邦人等の家庭訪問を  
行い、個々の支援希望をお聞きし、家庭訪問終了後に中国残留邦人等の生活  
状況や希望する支援内容を市等の援護担当課（地域生活支援プログラム担当  

者）に報告することとしている。   
なお、支援内容はそれぞれの市により内容が異なる。  
（例）  

・日本語を学習したい。   

■ 地域住民との交流会に参加したい。   

■ 働くための資格をとりたい。  等  

○ その他、日常生活上の生活相談等を行う。   



支援・相談員について  

実施主体：都道府県、市及び福祉事務所を設置する町村  
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（3）業務における留意事項  

支援・相談員は次の事項について遵守することとしている。  

【応対】  

○ 中国残留邦人等世帯の置かれていた特別な状況を深く理解し、懇切丁寧な対応  
を行う。  

【秘守遵守】  

○ 業務を行うに当たって、中国残留邦人等の人格を尊重し、その身上に関する秘密  
を守らなければならない。  

実施機関における、個人情報の保護に関する規程等に基づき対応する。  

【福祉事務所等との連携】  

○ 福祉事務所等と緊密な連絡をとる。   
各福祉事務所等の指示や方法に従い、窓口や家庭訪問における相談状況や対応  

方法一結果等について担当職員に随時報告し、適切な指示を受ける。  

′ ＿  
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【報酬等】  

○ 報酬等については、各実施機関の雇用規程等に基づき決定されるため、他の実施  

機関と報酬等の金額に違いがある場合がある。  

【研修】  

○ 勤務地の管内を所管する都道府県が年1回程度、支援・相談員に関する研修会  
を開催する。  

【解任】  

○ 実施機関は、支援一相談員が次のいずれかに該当する場合には、解任することが  
できる。  
・業務遂行に支障があり、これに堪えられないと認める場合。  
・支援・相談員としてふさわしくない行為があった場合。  

【その他】  

○ 自立指導員等との情報交換など連携を密にする。   
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地域福祉の再構築に向けた取り組み  

社会・援護局地域福祉課   



地域福祉の再構築に向けた取組について  

厚生労働省社会・援護局地域福祉課  

地域における「新たな支え合い」を求めて一住民と行政の協l馴こよる新しい福祉－  
（これからの地嶋犠牲のあり方に綱する研究食■青書2008年3月31日）  

○ 公的な福祉サービスは、分野ごとに整備され、高齢者福祉や障害者福祉の分野では飛躍的に充実。  
○ しかし、地域には多様な課煽がある。  

・制度では拾いきれないニーズ●や制度の谷間にある者への対応  
・問題解決能力が不十分で、公的サービスをうまく使えない人への対応  
・公的な福祉サービスでの総合的な対応の不十分さから生まれる問題  
・社会的排除や坦艶獲の問題  
・「地域移行」という要請  

○ 少子高齢化が進む中、地域の多様な課題の全てに公的福祉サービスだけで対応することは困難  

；○ 多様な生活課題に対応するため、地域福祉をこれからの福祉施策に位置づける必要  

壱○且阻・公助と並んで、自立した個人が主体的に関わり、支えあう、地域における「新たな支え合い」（共助）の  
傭壌を拡大、強化することが必要  
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○ 介護保険制度や障害者自立支援法の制定など、分野別のフォーマル  
サービスの整備は進んでいる状況であるが、地域社会で多様な福祉課題  
が表出する中、  

地域におけるあらゆるニーズを全て、フォーマルサービスで  
カバーするのは困難であり、地域の中で支え合う体制が必要  

○ 特に、  

軽易な象事績助等公的サービスで対応困難なニーズヘの対応  

制度の給付事件に該当しない「制度の谷間にあるもの」への対応  

消発音被書に遭い易い馳知症一人暮らし高齢者への見守り対応  

・羊介護の親と陣書の子のいる世＃等複合的課題を有する蒙腐への対  
・ホームレス専地域で社会的排除の対象となり易い者への対応  

書や犯罪事故の防止等安心・安全に関わる日常生活への対応  

などは、地域社会で受け止め、対応していくことが必要である。  

園の取組み  

○住民相互で支援活動を行う等の地域住民のつながりを再構築し、   

地域社会において支え合う体制を実現するための方策を検討するため、   
平成19年10月より「これからの地域福祉のあり方に関する研究会」が   

開催され、   
平成20年3月に研究会報告書がとりまとめられたところである。   

○ また、平成20年度予算においては、地域福祉の再構築の考え方に立ち、  

・爛性化事業」   

（地域福祉における拠点づくりと見守り活動等を活性化させるため、地域福祉活  
動を調整する役割を担う専任の担当者の市町村への配置等を支援する。）  

・「自立生活サポート事業」  ←特に福祉事務所として事業実施が必要  

（地域において生活が不安定な者に対し、生活保護に至らないように早期に   
支援するため、自立支援プランにより継続的な支援を行う。）  

の2つをモデル事業として、100か所で実施することとしている。  
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地域福祉活性化事業のイメージ  

自立生活サポート事業のイメージ  
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資料1  地域における「新たな支え合い」を求めて一住民と行政の協働による新しい福祉－   

Ⅰはじめに  

Ⅱ 現状認識と課題設定  
Ⅱ 地域福祉の意義と役割  

○社会の変化  

・少子高齢化の進行と従来の安心のシステムの変容  
・地域社会の変化  ○地域における「新たな支え合   

い」（共助）を確立する   

○地域で求められる支え合い   

の姿   

○地域の生活課題に対応する   

○住民が主体となり参加する場   

○ネットワークで受けとめる  

○住民主体を確保する条件があ   

ること   

○地域の生活課題発見のための   

方策があること   

○適切な圏域を単位としているこ   

と   

○地域福祉を推進するための環   

境  

1情報の共有   

一 浩動の拠点  

・地域福祉のコーディネーター  

・活動資金   

○核となる人材  

○地域における多様な福祉課題  

・公的な福祉サービスだけでは対応できない   
生活課題   

■ 公的な福祉サービスによる総合的な対応が   

不十分であることから生じる問題  

・社会的排除の対象となりやすい者や少数者、   

低所得者の問題  

・「地域移行」という要請  

○地域で求められていること  

・安心、安全の確立  
・次世代を育む場としての地域社会の再生  

○住民の自己実現意欲の高まり   

一 住民の自己実現意欲の高まりと地域参加  

○これからの福祉施策における地域福祉の位   

置付け  

市
町
村
の
役
割
 
 
 

地域社会の再生の軸としての福祉  

○福祉・医療政策の施策の動向  

・近年の福祉制度改革  

（高齢者福祉、障害者福祉、児童福祉、在宅医  
療の推進）  

■ 近年の福祉施策の方向性  

① 利用者本位の仕組み  
② 市町村中心の仕組み  
③在宅福祉の充実  
④ 自立支援の強化  
⑤ サービス供給体制の多様化  

Ⅵ 既存施策の見直しについて  

Ⅴ 留意すべき事項  

・多様性を認め、画一化しない  

・地域がもっている負の側面  

・情報の共有と個人情報の取  

扱い  

○見直しの対象  

○検証と見直しの観点  

○個別の既存施策の検証、見直し  
・地域福祉計画  ・福祉サービス利用援助事業  

雷民生費貞  ■生活福祉資金貸付制度  

・ボランティア活動   ・共同募金  

・社会福祉協議会  



地域における r新たな支え合い」を求めて  
一住民と行政の協働による新しい福祉－（概要）  

l はじめに  

本研究会は、「地域社会で支援を求めている者に住民が気づき、住民  

相互で支援活動を行う等地域住民のつながりを再構築し、支え合う体  

制を実現するための方策」について検討するため設置。  

検討の経緯  

○公的な福祉サービスは、分野ごとに整備され、高齢者福祉や障害者福   

祉の分野では、質、量とも飛躍的に充実。   

○地域には、  

「制度の谷間」にある問題   

・多様なニーズについて、全てを公的な福祉サービスでは対応でき  

ない   

・複合的な問題に対し公的サービスが総合的に提供されていない   

・社会的排除   

などの問題がある。   

O「団塊の世代」が退職年齢に達し、新たに地域の一員として入ってく   

る。住民が地域での活動を通じて自己実現をしたいというニーズは高   

まってきている。   

○地域の生活課題に取り組むことは、取り組む者の自己実現につながる   

だけでなく、支援される者にとっても地域で自己を実現し、尊厳ある   

生活が可能となるもの。   

○地域における身近な生活課題に対応する、新しい地域福祉のあり方を   

検討することが、緊要な課題。  

いま，、地域福祉  

を議論すること  

の意義  

73   



ll現状認識と課題設定  

（少子高齢化の進行と従来の安心のシステムの変容）  

○少子高齢化が進む中、公的な福祉サービスだけで要支援者への支援を   

カバーすることは困難。   

（地域社会の変化）  

○地域の連帯感が希薄化し、特に大都市での地域社会の脆弱化は顕著。   

中山間部では限界集落等の間遠。  

社会の変化  

（近年の福祉施策の方向性）  

○近年の福祉制度改革の方向性は、   

一 利用春本位   

一 市町村中心   

一 在宅福祉の充実   

一 自立支援の強化   

－ サービス供給体制の多様化。  福祉・医療施策の  

動向  

く医療制度改革の動向）  

○近年の医療制度改革の動向は、   

・平均在院日数の短縮   

・療養病床の再編   

・在宅医療の推進。  

（公的な福祉サービスだけでは対応できない生活課題）  

○軽易な手助けなど制度では拾いきれないニーズ、「制度の谷間」にあ   

る者、問題解決能力が不十分で公的サービスをうまく利用できない   

人、孤立死等身近でなければ早期発見が困難な問題など。   

（公的な福祉サービスによる総合的な対応が不十分であることから生じ  

る問題）  

○複合的な問題のある事例など。   

（社会的排除の対象となりやすい者や少数者、低所得の問題）  

○ホームレス、外国人、刑務所出所者など   

（「地域移行」という要請）  

○地域生活に移行する障害者を支える仕組みが必要。   

地域における多  

様な福祉課題  
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（安心、安全の確立）  

○安心、安全の確立が住民の地域での暮らしの大前提であり、地域社会   

活性化のためにも喫緊の課題。   

（次世代を育む場としての地域）  

○子どもが生まれ、育つ場としての地域がその機能を十分には果たして   

いない状況。次世代を育む場として地域社会の再生が必要。  

地域で求められ  

ていること  

○自己実現や自己啓発を果たしたいという住民の意欲が高まっている。   

○地域社会は「ワーク・ライフ・バランス」（仕事と生活の調和）を実   

現する場でもある。   

○団塊の世代が退職年齢を迎え、地域を中心とした生活を送る暑が急増   

してくる。   

○ボランティア活動を通じて社会に参加し、自己実現したいと考える人   

も増えてきた。  

住民の自己実現  

意欲の高まり  

これからの福祉  

施策における地  

域福祉の位置付  

け  

現行の仕組みでは対応しきれていない多様な生活課題に対応するた  

め、地域福祉をこれからの福祉施策に位置付けることが必要。これは、  

住民の自己実現意欲にも応えるもの。  
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‖ 地域福祉の意義と役割  

○基本的な福祉ニーズは公的な福祉サービスで対応する、という原則を   

踏まえつつ、地域における多様なニーズヘの的確な対応を図る上で、   

成熟した社会における自立した個人が主体的に関わり、支え合う、「新   

たな支え合い」（共助）の拡大、強化が求められている。   

○ボランティアやNPO、住民団体など多様な民間主体が担い手となり、   

地域の生活課題を解決したり、地域福祉計画策定に参加したりするこ   

とは、地域に「新たな公」を創出するもの。   

○市場、行政、非営利セクターがそれぞれの弱点を補い合い、住民の生   

活課題に対応することが必要。   

○市町村は、住民の福祉を最終的に担保する主体として、公的な福祉サ   

ービスを適切に運営。   

○また、市町村は、住民との協働の相手方として、以下の役割。   

・住民の地域福祉活動のための基盤を整備   

■ 専門的な支援を必要とする困難な事例に対応  

地域における  

「新たな支え合  

い」（共助）を確  

立  

住民の地域福祉活動と公的な福祉サービスとのつながりを改善  

○支援を必要とする人を「00ができない人」としてとらえる、これま   

での福祉の考え方を転換する。   

○地域で求められるのは、支援を必要とする人自らの内にある生きる力   

が引き出されるような、エンパワメントとしての支援。   

○地域における福祉活動では、ある人が常に支援する側になるのではな   

く、支援者と被支援者が入れ替わることもある。  

地域で求められ  

る支え合いの姿  

（幅の広い福祉概念）  

○地域福祉の福祉概念は、暮らしのあらゆる場面で起こりうる生活課題   

に対応する、幅の広いもの。   

（方法や対象をあらかじめ限定せず生活課題に対応する）  

○方法や対象をあらかじめ限定することなく、生活課題に対して柔軟に   

対応。   

（予防、早期発見、早期対応）  

○最初に住民が近隣のちょっとした変化に気づき、課題として共有し解   

決したり、専門家や行政に通報し公的な福祉サービスにつなげる。   

地域の生活課題  

に対応する  
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住民たちが自分たちの発想で、主体的に活動に取り組んでいることそ  

のものが活動の原動力。   

住民による地域福祉活動は、社会貢献、自己実現の場でもある。  

住民が主体とな  

り参加する場  

（近隣の関係）  

○近隣の日常的な関係は、生活問題の発見やいざというときの手助けに   

つながる基本。   

○支援を必要とする者の側にも「当事者力」の強化が求められる。   

（地縁団体と機能的団体の関係）  

○自治会・町内会などの地縁団体とNPO、ボランティアなどの機能的団体   

とは、目的や組織、運営は異なるが、地域における支え合いの担い手   

という点で共通。   

○両者の協働のメリットは大きい。   

（行政や事業者・専門家と住民との関係）  

○互いに相手の特性を生かしながら、協働する相手。  

ネットワークで  

受け止める  

○生活課題の情報を共有し、困難な事例や専門的な対応を要する課題、   

公的な福祉サービスで対応することが適当な課題は、行政・事業者や   

専門家が対応。  

○住民が地域の生活課題に対する問題意識を共有し、解決のため協働す   

ることは、人々のつながりの強化、地域の活性化につながる。   

○地域福祉は、地域社会の再生の軸になりうる。  

地域社会再生の  

軸としての福祉  
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lV 地域福祉を推進するために必要な条件とその整備万葉  

住民が地域活動を担うと同時に、地域の生活課題を住民が集約し、福  

祉に関する決定に反映させることが、成功している地域での実例。   

市町村も、施策の形成や地域福祉計画の策定に当たり、住民の意思を  

反映させる仕組みを整備することが必要。   

地域の生活課題には見えにくいものも多く、どのように見つけるかが  

重要。   

地域の住民が、生活の中で近隣の様子の変化に気づいたり、サロンや  

サークル活動などの多様な活動を展開することを通じて、地域の生活  

課題を発見。   

地域の生活課題を発見するためには、お互いに顔のみえる環境づくり  

が必要。  

住民主体を確保  

する条件がある  

こと  

地域の生活課題  

発見のための方  

策があること  

適切な圏域を単  

位としているこ  

と  

○住民の地域福祉活動が活発に行われている地域をみると、市町村の中   

で重層的に圏域を設定。   

○身近な圏域で発見された地域の生活課題が、より広い圏域で共有、対   

応の検討を通して新たな活動の開発につながる。   

（情報の共有）  

○地域で発見された生活課題を解決につなげるためには、関係者間での   

情報共有が重要。   

○地域福祉に圏域各レベルで、関係者のネットワークを形成し、地域の   

生活課題を共有。   

（活動の拠点）  

○住民が積極的に地域福祉活動を続けるためには、拠点となる場所が不   

可欠。   

（地域福祉のコーディネーター）  

○住民の地域福祉活動を支援するため、市町村が、一定の圏域に地域福   

祉のコーディネーターを整備。コーディネーターの役割は、次の通り。   

・専門的な対応が必要な事例への対応   

・ネットワークづくり  

地域福祉を推進  

するための環境  

地域に必要な資源の開発   
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（活動資金）  

○現在の地域福祉活動は、共同募金の配分金や、社会福祉協議会の会費   

からの交付金・補助金等によっている。   

○住民の地域福祉活動の資金は住民自ら負担するか、自ら集めることが   

原則。  

地域福祉を推進  

するための環境  

（続き）  

○必要な資金を継続的に確保するためには、資金を地域で集めることが   
できる仕組みが必要。  

安定的かつ継続的な地域福祉活動には、活動の核となる人材が必要。   

PTAや青少年団体など、福祉に限らず他の様々な分野に見いだしてい  

くことも必要。   

子育て家庭などの若い世代への働きかけも重要。  

核となる人材  

（総合的なコミュニティ施策の必要性）  

○防災・防犯、教育・文化・スポーツ、就労、公共交通・まちづくり■   

建築など、幅広い視点から、従来の福祉の枠にとらわれない、総合的   
なコミュニティ施策が必要。   

（公的な福祉サービス提供と地域福祉活動の基盤整備）  

○公的な福祉サービスを適切に提供するとともに、住民の地域福祉活動   

の基盤を整備するため、   
・地域福祉計画への住民の新たな支え合いの位置付け   

・計画策定に当たっての住民参加の仕組みづくり   

・圏域の設定   

■ コーディネーターや拠点の整備等   

が求められる。   

○財源も確保すべき。国も市町村への支援が求められる。   

○公的な福祉サービスと地域で発見された問題とがうまくつながるよ   

う、公的な福祉サービスの見直しや運用の弾力化が必要。   

○国も、施策の設計や実施に当たって、市町村への配慮が求められる。  

市町村の役割  
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V 留意すべ善事項  

○本報告書で示している圏域設定などの提案は、あくまでも基本的な考   

え方を示したもの。   

○それぞれの地域での多様な展開が望まれる。  

多様性を認め、画  

一化しない  

○地域社会とのつきあいが煩わしく感じられたり、時として個人の生活   

に抑圧的にはたらいたりする側面もある。   

○解決のためには、住民の意識が変わることが不可欠であり、人権意識   

を高めるとともに、機能的団体や地域の外の専門家なども活動に呼び   

込み、地域を常に開かれた場とすることが重要。  

地域がもってい  

る負の側面  

○地域における生活課題を発見し、解決につなげていくには、関係者の   

情報の共有が不可欠。   

○現在、個人情報保護を巡って「過剰反応」といわれる状況が一部にみ   

られる。   

○個人情報保護法は一定のルールの下での個人情報の適切な利用は否   

定しておらず、行政機関は冷静に判断し、地域福祉の推進に必要な個   

人情報を積極的に関係機関と共有することが必要。   

個人情報の取扱  

い  
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Vl既存施策の見直しについて  

○地域福祉は、従来の福祉の枠を大きく超えるものであり、防犯・防災、   

教育・文化、住宅・まちづくり等幅広い分野との連携が必要。   

○公的な福祉サービスについても、地域福祉の視点に立ち、制度や運用   

の弾力化、改善が必要。  
検証と見直しの  

観点  ○社会福祉法や民生委員法などで規定されている現行の地域福祉に関   

する施策についても、新しい地域福祉の推進のため、整合性がとれる   

よう見直すべき。   

○見直しの視点は以下の3つ。   

・住民主体を進める。  

「新しい支援」の概念に立つ。  

これからの地域福祉を進める条件に適合する。   

○住民主体の地域福祉活動を推進するものとなるよう、次の事項を盛り   

込むべきではないか。   

・地域の生活課題の発見方策   

・圏域の設定   

・情報の共有   

・地域福祉活動の担い手や拠点   

・資金の確保   

・災害時要援護者への支援 など   

○市町村内に圏域を設定した場合、圏域ごとに「地区福祉計画」を策定   

し、市町村地域福祉計画に位置づけるべきではないか。   

○住民参加を一層徹底すべきではないか。  

地域福祉計画  

○福祉委員等との役割分担の明確化、住民とともに活動しやすい環境の   

整備をすべきではないか。   

○選任の基盤を拡大し、より幅広い住民に担い手を求めるべきではない   

か。   

○名称については、役割や時代にマッチした名称の検討も必要との意見   

があった一方、堅持すべきとの意見もあった。  

民生委員 1  

○委嘱方式も見直すべきという指摘がある一方、大臣からの委嘱が民生   
委員自身のやる気につながっているとの意見もあった。  
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○自己実現意欲を充足し、社会に新たな支え合いを実現するというボラ   

ンティアの意義を再確認することが必要ではないか。   

○住民たちが日頃の近所づきあいの中で行っている活動もボランティ   

ア活動であることを、明確にすべきではないか。   

○ボランティアセンターのマッチング機能強化、コーディネーター配置   

推進も必要ではないか。  

ボランティア活  

動  

○住民による地域福祉活動を支援する団体として位置付けるべきでは   

ないか。   

○新しい地域福祉推進に役立つ組織として、住民主体となる方向で、機   

能、組織を見直すべきではないか。  
社会福祉協議会  

○名称も検討する必要があるという意見があった一方、名称の検討は組   

織、機能の見直しの結果必要があれば行うものという意見もあった。   

○半り断能力が不十分でサービス利用の能力に欠ける者を支援する事業   

であり、身近な住民によって発見されたニーズがつながることが重要   

ではないか。   

○住民の地域福祉活動を支援する事業として、より積極的に活用される   
よう見直すべきではないか。   

○低所得者への経済的支援策であり、地域福祉のツールとして明確に位   
置付ける必要があるのではないか。   

○活用状況について、地域差や制度のPR不足、手続きの煩雑さなどの   
問題があるのではないか。   

○国民へのPR、名称の検討、総合的相談機能の付加、手続の迅速化・簡   
素化、新たな生活課題に即応した資金種類の新設も重要ではないか。   

○民間福祉活動の財源として、大きな役割を果たしてきたが、平成7年   
度をピークに募金額は減少傾向。   

○地域福祉の観点からは、地域福祉活動の自主財源であることを明確に   

し、寄付金は、集めた住民が自らの地域福祉活動のために使用するこ   
とを基本とすべきではないか。   

○この観点から、募金集約や配分の仕組み、組織、募金の実施方法も見   
直すべきではないか。   

○より広い年齢層から募金を集めるため、「赤い羽根」を付けるやり方   

や「共同募金」という名称についても検討すべきとの指摘もあった。  

福祉サービス利  

用援助事業  

生活福祉資金貸  

付制度  

・
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地域における「新たな支え合い」と市町村の役割   

地域福祉の  
コーディネーター  

0早期欄虞  
0住民の支え合いによる支攫  
・■正にしばられない  
・生活鰊且に即応  
■住民の自発性に依拠  
0幽霊ケースを書円蒙につなぐ  

ヽこ＝こ＝こ  

市 町 村  
（圏域の設定、地域福祉計画、基盤整備など）  
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地域（sl中学校区）の状況  全日の中学校■：10．那柁校  

（注）1中華校区あたりの対t別土用及び一人（世糟）あたり平均の吼こついてlま、一定の考え方による推断牡である．  

地域福祉を推進するための環境   



地域における個別の支放と地域の福祉活動の運営のためのネットワTク  

地域の生活課題の発見  

課題への対応の協書義  

活動の計画・実行  

活動拠点の管理  

情報の共有  

役割分担  

彦山、サービスの開発  

ヽ 活動の評価  
ヽ  

＜要支援者ごとの支援会議＞  ＜地域の福祉ネットワーク＞  

○ 隣人■友人  
○ ボランティア  

○ 福祉委員  
○ 民生委員  
O NPO  など  

事業者  

社会福  
祉協吉義金  

、 

、蚕室） 
㊤   

ヽ  ′  

地域の要支援者を支える   

ヽ  
地域福祉の  
コーディネーター  

重層的な圏域設定のイメージ  

（ある自治体を参劃＝作成したものであり、地域により多様な投定がありうる）   

県域・広域  
‾－‾‾‾‾‾‥‾‖‖  

l  

l＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿－J  

県の機関・広域の利用権般・市町村間で共用するサービス等  
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地区（小圏域）の福祉活動と市町村レベルでの福祉活動との関係  

市町村レベルでの住民の鶉独活勧  
地域福祉計圃の策定  
地区の圏域の股定  
住民の地域福祉活動  
推進のための環境整備  
コーディネーターの配覆  
公的な福祉サービスの  
マネジメント  
介護保険の保険者  、  

（役 
．肌ベルでの泄の隅隻   
（禍祉活動こ｝共向事金なと）∴  

都道府県  
共同募金会への拠出  

鱒 問
情
貞
地
 
底
 

の協r  
ネットウ⊥一ケ  草
の
∨
雲
の
 
 

係
′
報
重
厚
 
 

地区レベルでの住民の橿牡活動  地区レベルでの住民の橿牡活動  コーディネーター  

住民蓼恥 
ネットワーーク  
情報わ共有 
清勤の拠点  

・・佳良参加  
ト
の
の
募
 
 

ツ
報
、
動
向
 
 

ネ
．
情
′
清
爽
 

ク
 
－
有
点
 
 

り
共
拠
 
 垂ノ・’牡箪奉♯鱒収  悸

出
毒
虫
 
 

】
事
拠
員
▲
策
 
 

会
′
と
′
費
′
の
 
 

協
′
分
、
祉
画
 
 

牡
鹿
福
如
 
 

∵
の
∴
∵
動
 
 

参
華
員
畠
 
 

山
夢
募
く
賛
．
の
 
 

・共同募金の配分嵐拠乱 
・民生垂Å■福祉萎Å等価推薦  
の繕勤計画ゐ無塵  

共
同
義
壷
 
 
 

一一・一√‾・＼ 
＿一一  l－－・・－  

〆 ／′′／’住民からのニーズ＼、＼＼㌧  住民からのニーズ ＼ ㌧   

住  民  

既存施米の見直しについて  
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現行の地域福祉に関する施策  

、■  ＼  現行の地域福祉に関する施策  l  今後の論点  
t   

システム全体  地域福祉書十画   
・圏域の設定（「新しい地域福祉jの考え方を中心に策定）  

・住民参加の一層の徹底   

・福祉委員等との役割分担を明確化  
・活動しやすい環境の整備  

民生委員  ・名称の検討  

・推薦方式の検討  
地域福祉の担い手  ・担い手の確保  

・ボランティアの意義，役割の再確認（自己実現）  

ボランティア  ・住民の支えあい（共助）がボランティアであることを明確化  

・マッチンヴ機能の強化  

・住民による地域福祉活動を支援する団体として位置づけ  

関係団体  市町村社会福祉協議会  
イ新しい地域福祉」の推進に役立つ組織として、機能や組織の見直しを検討  

・名称の検討   

福祉サービス利用援助事集   
・サービス利用の能力に欠ける者への支嬢  
・相談支援のニーズに応することを重視  

活動メニュー                     生活福祉資金   
・低所得者への経済的支援策であり、地域福祉のツールとして明確に位置づけ  

一地区の活動に配分  

共同募金  ・一部を広域の活動のために拠出  
自主財源  ・この観点から組織・方法を見直し  

社会福祉協議会の賛助金黄   ・会費の拠出者として、運営へ参画   
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資料3  

先駆的■試行的事業の実施について  

1．地域福祉活性化事業について   

身近な地域において、住民相互の支え合い活動を促進し、地域において支援を必要とする人々に対し、  

見守り、声かけをはじめとする福祉活動を活性化するため、地域福祉活動を調整する役割を担う専任の担  
当者を市町村に配置するとともに、拠点づくり・見守り活動等の事業真に補助する事業を実施する。   
この事業は、奨励的補助金としてモデル的に100市町村において実施することとしている。  

1 目的   

本事業は、身近な地域において、住民相互の支え合い活動を促進し、地域において支援を必要とする人々に対し、見守り・声  

かけをはじめとする福祉活動を活性化するため、地域福祉活動を調整する役割を担う者を配置するとともに、拠点づくり・見守   

り活動等の事業を支援することを目的とする。  

2 実施主体   

実施主体は市区町村とする。   

ただし、地域の実情に応じ、適切な事業運営が確保できると認められる社会福祉協議会に事業の全部又は一部を委託すること  

ができる。  

3 事業内容   

以下の事業を総合的・一体的に実施する。   

（1）「拠り所」づくり事業  

いきいきサロン活動やふれあい小地域活動等を実施するため、空き民家や商店街の空き店舗等を活用し活動拠点を整備する。   

（2）専任の担当者の配置  

地域づくりのコーディネーターとして、専任の担当者（以下「専任担当者」という）を配置する。この専任担当者は、フォ   

ーマルサービスとインフォーマルサービスの繋ぎ役であり、中学校区等の小地域において地域手酌上活動の調整や、関係機関・   

関係者との調整会議を主宰する。また、住民及び関係者へ、活動の周知を図る等を行う。   

（3）小地域ネットワーク活動の実施  

地域住民の見守り・声かけ、サロン活動の実施、関係機関へつなぐ等、必要な支援活動の開発・発展、周知等を実施する。   

（4）相談ネットワーク会議の開催  

中学校区程度のエリアの各種相談担当者（地域包括支援センター、医師、弁護士、小地域ネットワーク代表等）の会議、支   

援困難ケースの検討、情報交換、顔なじみの関係を構築する会議を開催する。   

（5）ケース支援調整会議の開催  

専任担当者が主宰し、支援担当者（自治会・町内会、民生委員・児童委員、ボランティア、NPO法人等）による支援目標の   

共有と役割分担の明確化を行う会議を開催する。  

4 専任担当者の資格について  

専任担当者は、原則として社会福祉士とする。   

ただし、これに準ずる者として、市町村社会福祉協議会の福祉活動専門員としての実務経験がある者、介護支援専門員として   

の実務経験がある者等相談援助業務の実務経験がある者のうち、市町村が適当と認めた者を充てることができる。  

5 補助率   

1／2（負担割合：国1／2、都道府県1／4、市区町村1／4）  

※指定都市・中核市が実施主体の場合、国1／2、指定都市・中核市1／2  

6 基準鏡（総事美章）   

1事業あたり 6，600千円以内  

7 事業実施期間  

原則として2年間とする。  
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2．自立生活サポート事業について   

福祉事務所に生活の困窮を理由に相談に訪れる者のうち、保護に結びつくのは3割程度であり、その他  

の者は生活保護に至らないボーダーライン者として存在している。これらボーダーライン層が、生活保護  

へ至ることの防止を図り、自立を支援するため、「自立生活サポート事業」を実施する。   

具体的には、市町村に自立支援相談員を配置し、相談に応じ自立支援プランを策定し、そのプランによ  

り、関係機関との調整、連携、橋渡しを行うとともに継続的な支援を実施する。  

この事業は、モデル的に100市町村において実施することとしている。  

1 目的   

本事業は、生活保護までは至らないものの、様々な事由により生活に困窮しているボーダーライン層に対し≒  

、自立支援策を講じることにより将来的に生活保護へ至ることの防止を図ることを目的とする。  

2 実施主体  

実施主体は市区町村とする。   

ただし、地域の実情に応じ、適切な事業運営が確保できると認められる社会福祉法人等に事業の全部又は一  

部を委託することができる。  

3 事業内容  

（1）市区町村に自立支援相談員を配置する。   

（2）自立支援相談員は住民の相談に応じ、そのうち支援が必要な者に対し自立支援プランを策定する。この…  

自立支援プランにより、関係機関との調整、連携、橋渡しを行うとともに継続的に支援を実施する。  
4 自立支援相談員について  

自立支援相談員は、原則として社会福祉士とする。   

ただし、これに準ずる者として、福祉事務所の現業員、地域福祉包括支援センターの職員、介護支援専門員；  
、市町村社会福祉協議会の相談員等相談援助業務の実務経験がある者のうち、市区町村が適当と認めた者を充；   

てることができる。  
5 補助率   

1／2（負担割合：国1／2、都道府県1／4、市区町村1／4）  

※指定都市■中核市が実施主体の場合、国1／2、指定都市・中核市1／2  

6 基準額（総事業費）   

1事業あたり 5，000干円以内  
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資料4  

ホームレスの実態に関する全国調査（概数調査）結果  

○調査対象  

ホームレスの自立の支援等に関する特別措置法第2条に規定   

する「都市公園、河川、道路、駅舎その他の施設を故なく起居   

の場所として日常生活を営んでいる者」  

○調査方法、実施時期  

・全市区町村における巡回による目視調査  

・平成20年1月  

全国のホームレス数（人）  t
、
ぷ
ご
「
一
、
、
 
 
 

□男性  女性  口不明 て  
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（参考） 都道府県別のホームレス数  

都道府県名  19年  20－19  20－15  

女不明   男  計   調査   調査  増△減   増△減  

北 海 道   129   9L  7   145   161   142   △16   3   

青森亮   2l  O  0   2   16   △ 5   △14   

岩 手 県   19  23   32   ！阜   △ 9   5   

宮 城 県   99 . 9   2  2                     2   110  144   222   4旦竺  △112   
秋 田 県   10   0  0   10   8   13   2   △ 3   

山 形 県   6  III 0   7   24   △竺   △17   

雇畠香   2打   3  0   些   12  △16   

羨城 3 1   86   78   ！ヨ旦  8  △44   

栃 木 県   3   0   串し   79   134  △ 53   

群 馬 県   94 3   0   （）7   96   87   10   

埼 玉 県   558  18  21   597   781   829   △184  △ 232   

千 葉 県   473 9  594 鱒8   △ 70  △144   

東 京都  3716  0 0  3 796  4 690  6 361   △ 894  △ 2，565   

神奈川県   元   △ 300  △ 208   

新画県   37  1 0   51   74   △13   △ 36   

富 山 県   22  1  0   23   ⊇旦   24   些β  些1   

石 川 県   21 O 0   18   22  3  △1   

福 井 県   3 2 0   ：2   △  8   

山 梨 県   55  0⊥   6   冬1   △1p   

長 野 県   云   0   29   37   △16   △ 24   

岐 阜 県   58  6  3   67   59   86  8  419   

静 岡 県   27 9  34   315   370   鱒5  △車  

愛 知 県   670   3 148   鱒旦   1，023  2，121   △172   

三重 県   0   畠て  68   61   46  7  

滋 賀 県   20   0  0   20   32   57  △i云   △ 37   

京 都 府   338  14  49   401   4P7   β60   △q  △ 259   

大 阪 府  3，957 114  262  4，333  4，911  7，757   △ 578  △ 3，424   

兵 直嗅   522 11  2   575   鱒7   △蔓草  △ 372   
r   

奈良 県   1  2   O   22   43   

和歌 山 県   60   5 9   74   70   90  4   △16   

鳥 取 県   2  0   1   3   6   13   冬声   牟19   

島 痕県   0   0   4   △蔓   0   

岡 山 県   6  4†   3   鱒   q与   △18   2   

広島県   13 3  0   18   153   231   牟1年   △9声   

山 口県   19  ま  0   21   23   33   △ 2   △12   

徳 島 県   13  0  0   I3   声3   △軍p   牟1   

香 川 県   17  云l  2   24   34   46   △tq   △ 22   

愛 媛 県   7 0   40   25   85   15 △ 45   

高 知 県   20 0   23  

福 岡 県   921 76 85   1，082  1，177  1，187  △ら畠  

佐 賀 県   36  7   0   43   41   2  

長 崎 県   10 0   41  さ1ら  4⊥鱒   

熊本 痕   86 4  21   111   11q   t軍4  些阜3   

大 分 県   5 0   0   35   45   39  n lo △ 4   

－    ●   言   19 6   △膏   5   

鹿児島県   50  2  7   59   62   80   4亭  4軍1   

沖 縄 県   5 8   200   167   158  33  42   

合  計  14・707  531 780  16，018  18，564  25，296  △ 2，546  △ 9，278   
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母子家庭と自立支援対策について  

雇用均等暮児童家庭局家庭福祉課  
母子家庭等自立支援室   



母子家庭の自立支援対策について  

厚生労働省雇用均等・児童家庭局家庭福祉課  

母子家庭等自立支援室  

母子家庭の現状  

（世帯の状況）  

○母子のみの世帯は平成18年で68％と平成15年（63％）より増加（同居世帯減少）   

（就労の状況）  

○母子家庭の85％が就労  
○就労家庭のうら常用雇用は43％と平成15年（39％）より増加   
一方、臨時・パートは44％と平成15年（49％）より減少  

（収入の状況）  

○母子家庭の平均年収は213万円（平成18年度母子世帯等調査）   
全世帯の平均年収は564万円（平成18年国民生活基礎調査）  

○生活保護を受給している世帯は約1割  

（薫育千の取得状況）  

○離婚母子家庭のうら、  

・養育費の取り決めをしている：約39％  

・養育費を現在も受給している ： 約19％  
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○平成14年に母子及び寡婦福祉法、児童扶養手当法等を改正し、「児童扶責手当中心の  

から「就業・自立に向けた総合的な  へと、転換したところ。  

援策」、「養育費の確イ‥   ○具体的には、「子育て・生活支援策l、   

的支援策」の4木柱により施策を推進中。  

母子家庭及び寡婦自立促進計画（地方自治体が国の基本方針を踏まえて策定）  

子育てと生活支援  

○保育所の優先入所の   
法定化  
○ヘルパーの派遭などに   
よる子育て、生活支援   
策の実施  
○サテライト型施設の股   
置なと母子生活支援施   
設の機能の拡充  

養育千の確保  

○よ寿賀支払い努力義務   
の法定化  
○養育書相談支援センタ   
ーの創設  
O「養育十の手引き」や   
リーフレットの配布  
○民事執行制度の改正に   
よる履行確保の促進  

経済的支援  

○自立を支援する観点か   
ら母子寡婦福祉貧相の   
充実  
○児童扶養手当の支給  

就業支援  
○母子家庭等就業・自立支   
援センター事業の推進  
○個々の実情に応じた、ハ   
ローワーク等との連携に   
よる母子自立支援プログ   
ラムの策定等  
○準備講習付き職業訓練の   
実施  
○母子家庭の能力開発等の  
ための給付金の支給  

○母子家庭のうち、不就業は約15％と少ない。  
⇒ 諸外国と異なり、働くことに意欲的な日本の母子家庭。   

○ 他方、臨時・パートが約掴％と常用雇用（約43％）と比較して多いことから、   
就労支援施策の課題は、「就職先のあっせん」だけではなく、賃金水準の改善に   

向けて、「常用雇用への転換」等が重要。   

○ 母子家庭と一口に言っても、学歴・職歴等きわめて多様であり、一般の労働施   
策の充実で対応可能な着から、生活支援をはじめとしてきめ細かな福祉的支援を   

要する者まで存在。   

○ 平成14年の法改正により、「児童扶養手当中心の支援」から「就業・自立に向   

けた総合的な支援」へと転換し、就業支援対策に力を入れているところ。   

○ 就業支援施策のメニューは揃っている。また、近年、実績も急速に伸びてきて   
いる（例：ハローワークによる就職件数は54，000件（H16年度）から73，000件   

（H18年度）へ）。   
しかし、就業支援施策はスタートしたばかりであり、   

①未実施の自治体がみられるほか、   

②実績を上げる余地が大きい。  

94   



母子家庭の母に対する就業支援  

就業支援メニュー  

（就業相談等による支援）  

○ハローワークによる支援  
○母子家庭等就業・自立支援センター事業  
○母子自立支援プログラム策定事業等  

（職業能力開発に必要な支援）  

○母子家庭の母等の職業的自立促進事業   

（準備講習付き職業訓練）  

○自立支援教育訓練給付金  

○高等技能訓練促進費  

（常用雇用に向けた支援）  

○特定求職者雇用開発助成金  

○書式行（トライアル）雇用奨励金  

Qヰ小企業雇用安定化褒励金  

母子家庭の母に対する主な就業支援  

就業相談等による支援  

0ハローワ丁クによる支蹟  
・再就職を希望する母子家庭の母等の就職支援を実施。特に、マザーズハローワークでは子育て中の女性等に対する   
再就職支援を実施。   

○母子青鬼等就菓・自立支援センター事業  
・一貫した就業支援サービス（就業相談・就業支援講習会・就業情報の提供等）の実施  

・生活支援サービス（養育費の相談等）の実施   

○母子自立支援プログラム策定事霊等  
・福祉事務所等において、自立が見込まれる児童扶養手当受給者等を対象にした自立支援プログラムの策定による   
きめ細やかな就業支援を行う。（生活保護受給者についても、自立支援プログラムを策定して、同様の支援を実施）  

職業能力開発に必要な支援  常用雇用に向けた支援  

○母子家庭の母等の職業的自立促進事業（準備講習付き  

職劃l練1  
・就職前の準備段階としての準備講習と、実際の就職に   

必要な技能・知識を取得させるための職業訓練をセット   
で実施。  

9旦重真應塵爾訓練竃鯉金の支給   
リベソコン、ホームヘルパー等教育訓練講座の受講に要   

した費用の一部を支給。  

9嵐蔓技能動線促進費の亘鎧  
・看護師、介護福祉士等の経済的な自立を図る上で効果   

的な資格を取得するための受講期間中、生活費の負担   
の軽減を固り、当該資格の取得を支援。   

e捜星座職者よ用隕靂助成金¢支給  
・母子家庭の母等の就職困難者を一定期間継続して   
雇用した場合に、賃金相当額の一部を助成。  

○試行（トライアル）t用糞励金の支給  
・母子家庭の母を試行的に雇用し、業務遂行に当たっ   
ての適性や能力などを見極め、その後の常用雇用へ   
の移行や雇用のきっかけを作りを図る。   

○中小企業t用安定化輿血金の支給  
・中小企業事業主が有期契約労働者の正社員への   
転換制度を新たに設け、実際に1人以上正社員に   
転換させた場合に、奨励金を支給する制度を新た   
に創設し、母子家庭の母の正社員化を促進する。  
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母子家庭の母の就業支援施策の実績について  

1．就労相故による支埋  ○公共職業安定所（ハローワーク）による職業紹介   
・母子家庭の母  

H14年度   H15年鹿   H16年度   H17年度   H18年度   

紹介件数   183．205件   198．104件  200，126件  271．571件   294，611件   

就職件数   46，334件   52．145件   54．286件   66．266件   72．604件   

（1．6倍）  

（1．6倍）  

・マザーズハローワークの設置  12カ所（H18年度）  
・マザーズサロンの設置  36カ所（H19年度）  
※マザーズハローワークの就職件数実績は、H18年度で13，834件  

○母子家庭等就業・自立支援センター（H15年度創設）  
・地方自治体実施率 61．1％（H15年度）→94．9％（H18年度）  
・就業相放を利用された方の事業実線（各年4月－12月分）相附年数 9，435件（H15年）→46，972件（H柑年）  

就職件数  765件（H15年）→ 3，918件（H18年）  

2．血業能力開発の状況   
○自立支援教育訓練給付金事業（H15年度創設）   
・地方自治体実施率 21．0％（H15年度）→ 72．1％（H18年度予定）  
■事業実績（各年4月～12月分）支給件数 62件（H15年）→2，468件（H18年）  

就柵件数 31件（H15年）→1．155件（H18年）   
○高等技能訓練促進費事業（H15年度創設）   
・地方自治体実施率16．9％（H15年度）→ 53．7％（H18年度）   
・就職件数  128件（H15年度）→ 607件（H17年度）  

3．常用雇用に向けた支援   
○常用就職を促進するための特定求職者雇用開発助成金   
・支給件数19，944件（H14年度）→ 22．236件（H18年度）   
○常用雇用転換奨励金（H15年度創設）   
・事業実積（各年4月－12月分）常用雇用転換数 3件（H15年）→33件（H18年）  

母子家庭の就業支援関係書葉の実施状況等（平成19年4月1日現在）  

②自立支精製肯訓練給付金事業   
地丹公持出体が相手する数書叫岬麟虔善書■した申子暮庇の母⊂対して．  

Ilき義17I暮に書l■鞘の－址毛支絶する．   

0隻眞¶の4▼雪相当欄（上網20方円、下れ8干円）  

q）母子家庭等京‡業・自立支援センター事業  
敵手電鉱の母零⊂対して．蹴■相Irやだ1支印加巴鳥の★ll、王事臍■の   
擢供なと－■した鉱1文壇サービスや■河★の棚ーなと生活交織サービス覆   

t；供する．  

④常用雇用転換奨励金事業  
パートタイム覇として■用している母子暮戚の母を、M責疇檀、▼用■用   

鮒葛に■用l五擁した事■王仁椚して欒印金を憂絶する，  

〔一＝人あたり30万円  

③高等技那≡訂‖練促；圧費事業  
介用祖祉工弔のは才的自立に効t的な■格を聯¶するために2年以上1成   

1朗聞てヰ攣する膚含で．虻■（胃児）と鐘■の丙エが閤1在ヰ合に、生活   
■の負担畔】tのため、■等1婁It別け捉t■を支絶する．   

0■攣期悶の■檀のり3の期1－（12ケ月奄∬摘）   

0月Ⅶ10）∋3干円  

耶遍府■  lぢ正郎市  中樟市  職市電  さl十   
平成15年鷹  19か析  lか胃‡  2か析  56か所  78か所  

14n▲％l  177tl  157くkl  lRR欄＝  11rト▲l覿l   
平成16年虜  29か析  3か所  11か所  t25か所  168か所  

一フ1   t617％）  （23」一弘〉  （314≠．l  l】79tl   
平成17年席  29か所  5力、所  12か所  150か所  196か所  

1月‖ 7％l  （357一￥．〉  （3フ▲％  仁‖】フ￥．l  ‘ク   

平成18年應  31か所  6か所  t5か断  167か所  219か析  
（66．0％〉  （40．D％l  （40．5％）  （2†．9％l  （25．5％）   

平成19年環  40か所  8か析  22か断  195か所  265力、斬   
／ヱ■Fヽ  （851％〉  147．】％l  （629％〉  （254％】  （306％）  

郁五月膚  槽定∬市  中I釘市  －1i市1  会計   

平成15年健  29か析  1か所  6か斬  91か断  127か所  
一尺17％】  177ツ．l  （17ltXl  （1コ＝R9．l  仁＝5q憎L   

平成16年席  37力、所  5か析  2ヰか所  186か所  2ら2か賄  
（TR71覿l  （38rヽ％l  （6Rfミ￥．l  lクG6¶こl  （318％〉   

平成17年雁  40力、所  11か斯  29月、断  265か所  345か所   lR51％】  （TR＝R甘．l  17R▲％l  139％l  （：1   

平成18年虎  42月＼所  14力、所  29か断  377か析  462か斬  
1894％）  （93．3％I  †784％）  149．5％）  153．7％l   

平成19年際  ヰ6か所  17カ、斬  29か析  45g力、所  551乃、所   
′‡■亡1  197．9％〉  1】00．0％〉  182．9％〉  （598％）  163．6％】   

⑤母子自立支援プロクラム策定事業  
8々の児ヰ扶■手当電場葛の状況・ニースに¢じ、自立重用剛什i■寺嶋正し、   

ハローワーク等と■臍のうえ、きめ■か往自立・試甥支はを手嶋することを目価   

として．母子自立支欄フロクうムホ定繊を趨祉事粍斬笥に股■する．  

弼平成1打E  【・■ニー  
パ■3▲  ■＝  パIl  申樗席  般市電  会計   

平角118年侃  27力、所  12か所  14か斬  166か所  219カ、所  
卜574％I  （80r）サ＝  1378￥．l  （21月犠．〉  （255繋．）  

平成19年偲  

（予定）   
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＝  母子家庭等就業・自立支援事業  

○従来の都道府県、指定都市、中核市を実施主体とする母子家庭等就業・自立支援センター事業に在宅就業   
推進事業を追加  
○一般市（特別区含む）及び福祉事務所設置町村においてもセンター事業と同様の事業が実施できるよう新   
たに一般市等就業・自立支援事業を創設  

母子自立支援プログラム策定事業について（概要）   

個々の児童扶養手当受給者の状況・ニーズに応じ、自立支援のためのプログラムを策定し、母子家庭等就業■  
自立支援センター事業や生活保護受給者等就労支援事業眉を活用することにより、きめ細かな自立・就労支援を  
実施する。  

破鰍を棚あって、かつ、将庚におい  撃 

実効性が上がるような事業運営を推進。  
○ プログラム策定数などの目標値の設定  
○ ①離婚直後等により生活が不安定であるために特に支援が必要な者、②児童扶養手当の一部支給停止措置   
が適用されることを前に新たに就職・転職を求めている者などを対象に重点的に実施  
○ 児童扶養手当の申請時や現況届提出時等のあらゆる機会を生かした事業の紹介  
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母子自立支援プログラムについて  

児
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扶
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手
当
受
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者
 
 

就職準備支援コース  

就職準備支援コ→ス（標準期間3か月）   
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
等
に
よ
る
就
労
支
援
（
生
活
保
護
受
給
者
等
就
労
支
援
事
業
）
 
 

直ちに就業に移行することが困難な母子家庭の母を対象に、自治体が地域の実  
情に応じたコースを設定し、NPO法人、母子福祉団体、シルバー人材センター  
等を活用し、就業意欲を醸成するとともに、就業能力の向上を図る。  

母
子
自
立
支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
策
定
 
 
 

児
童
扶
養
手
当
受
給
者
 
 

就
業
に
よ
る
自
立
 
 

な母子寮鹿を対象に家庭  日常生活で孤立しがち  訪問を行うとともに、  
①親子サロン（クリスマ   

ス会、ポーリング大会   

等）  

②親子料理教室（お菓子   

作り等）  

③野外活動（スポーツ大   

会、ピクニック等）  

等への参加を促し、様々  

な人たちと交流させるこ  
とにより、地域への参加  

を促す。   

ボランティア活動を通  
じ、就業意欲を喚起  

（か老人ホーム、グループ   

ホームの入所者、障害   

者作業所利用者、一人   

暮らしの高齢者等の話   
し相手  
②視覚障害者のための代   
読、代筆、カセットテ   

ープに文学作品を朗読   
したものを吹き込む  

等   

就業体戯の場の提供を  
通じ、就業意欲を醸成  

（D老人ホーム、グループ   

ホーム、障害者作業所   

一人暮らしの高齢者宅   
における作業支援や家   
事支援  
②母子福祉団体が運営す   
る売店、喫茶店等にお   

ける就業  
③図書館における図■の   
整理  

等  
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平成18年鹿母子自立支援プログラム策定実■（4月～12月）  

鵬周日付嘱  書内蘭書  ■号   ●暮●■  t内市事   指定都市  中細市  

4  25滋X県 L    o  0  40    9  63          0  
0  26  京都府   0   5  49  仙台市    56   64  函館市   0  88  岡山市  2   

0   16  0  27  大阪府  o   203  50  さいたま市【  32   65  ★嚢市   0  89  倉敷市  

16  51 52  千攣申 横浜市  1◆  66  軟由市  0  90  楕山市  0   
0   4                                                                                                    01     0   28  兵J雷l■    0                         0．   0   29 30  泉阜県 和歌山県  59 0  62    160  67 68 69  郡叫市 いわき市   43  93  

0   

0  

0  32  ■楕県1   22  0  55  名古1市  5  70  川鎗市   0  94  書知市   0   

40    33  岡山県    4  
9    34   広▲県   0   

積漬1市   0  98  
3   0  35  山口県   4  0  56 57  真鶴市     48   71  舶楕市  0  95  a ＋悪霊               l   大阪市     359   72                      『  58  巨 堺市     21   73  相模庸市  4  9丁  大分市≡   6   

0  0   36   確島県   50   0  59  神戸市   」＝  74  新潟市   3  98  宮嶋市芦  0   

0■    147   37書jll県  0   0  0  9g  虎児▲市巨   0   
0  0  0  0   91  

0 0  
0  61   

2  7   40福岡県  け  0  小甘十    871    78  0   

2：1     26   41＝封川    61  2  79  

3  

2  

0   42長崎県 89  3   80  

31  

0  

19  0  0  81   

0  0   も  0  82  簡叫市  

0  

0  

0  0  0  83  高槻市 ≠   0  

0  2  0  0  84  ★大阪市；   

4  

0  

5   31  0  85  姫路市  

0   

2  

0  小I十  567  642  86  素良市  疇     2   

母子自立支援プログラム策定事業（個別事例）  

＜事例1＞安定した就労につくため、すぐに就職活動に入るのではなく、講習会を受講し、必要な資格を取補した上で就労に移   
行するといった段階的な支援を行った結果、本人の希望にそった納得のいく就職ができたケース（札幌市）   

世帯構成   本人（39歳）と子ども3人（13歳、12歳、9歳）の4人世帯   

離婚後、パートでの就労収入と児童扶養手当、養育費で生活をしていたが、今後子どもの学費等の出費  
本人の経歴     が増加するため、賞与や社会保険等のある安定した就労を希望し退職。   

・求職活動を行うため母子家庭等就業・自立支援センターを訪れ、プログラムを策定。  

・過去に歯科助手の仕事の経験があるため、看護助手等福祉系の職種への転職を希望するも、ナビゲー  
ターよりまず資格の取得を勧められ、約3か月間講習会を受講し、訓練中は雇用保険を受給しながら生活  

支援内容  し、ホームヘルパーやパソコンなどの資格を取得した。  

・資格取得後、プログラムに基づき、具体的な就職活動を開始し、ナビゲーターより履歴書の作成方法の  
指ヰを受け、資格を取得したことにより自信もつき、病院での採用面接に臨み介護ヘルパーとして採用が  
決定。今後、子どもが大きくなれば、夜勤や休日勤務等が可能となり収入の増加も見込まれる。   

安定した就労につ〈ため、まず必要なスキルを身に付け、それから就職活動に移行するといった段階的  
結 果  な支援により、介護業務（正社見）での就職ができた（年収約202万）。今後ケアマネージャー等の資格の  

取得を巨標に持つ。   

正社員での就労を希望し、パート勤務をしながらも、資格の取得、車云職活動を精力的に行った結果、本人の納得のい   

きたケース（栃木県足利市）   

考成   本人（35歳）と子ども（9歳、4歳）の3人世帯   

艶婚後、パート勤務をしていたが、収入が低く不安定なため、転職を希望し、独自で求職活動を行うも、  
経歴     資格などの壁に悩み、相故に訪れる。   

・転職に向けて課題を明確にし、プログラムを策定。  

・ハローワークで事務ぬ（正社長）を探すも、倍率も高く年齢的にも難しいため、自立支援教育訓練給付  
金事業を活用し、医療事務教育講座歯科実践コンピューターコースを受講。  

勺容  ・訓練期間中は、昼間はパートで働き、夜間は子どもを実母に矧ナ、約4か月間熱心に勉強し、メディカ  
ルオベレーターの資格を取得。資格取得後もパート勤務をしながら就職活動を続け、採用年齢より3年上  
であったが、精神病院での医療事務採用の求人に応募し、本人の其剣かつ積極的な取組の結果、採用と  
なった。   

果   抹題を明確にし、支援制度の活用や周囲の環境にも恵まれ、1つ1つ着実に課題をクリアして熱心に努  
力した結果、正社員として雇用された。（年収約300万円）  
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く事例3＞生活を維持するために早期就職が課塩であったが、就職して即戦力となれるよう職業訓練を受講し、PCスキルの向   
上を図るとともに、並行して求職活動を行った結果、母子家庭の母本人が納得できる条件で就職に穂びついたケース（山梨県）   

世帯構成   本人（33歳）と子ども1人（3歳（保育園児））の2人世帯   

就業経験は大学卒某後2年間のみで、その後の仕事のフランクは長く、離婚後は無職で児童扶養手当、  
本人の経歴     兼育賛、貯金の取り朋し等により生活を送る。   

・無職だったので早期就業を希望しており、町役場担当者を通じてプログラム策定且の面接相談が行われ、  
プログラムを策定。子どもの養育は、日常生活支援事業や町のファミリーサポート制度を活用。  

支援内容  ・基本的なPC操作は支障なく行えたが、企業に就職し即戦力になるためにも、PCスキルを高めたい希  
望が強く、貯金で生計を賄いながら「OA実務科」の職業別績を受講。訓練期間中も、希望条件を満たす  
求人があればその都度検討を行い、職業別絨によるスキルアップと並行して求職活動を行った。   

本人が、就労意欲を高く持ち、ねばり強く前向きに自立への努力を行った結果、職業別続開始から2か  
結 果  月後、化学産業の営業事務且の正社且として就職。年収約360万（月収約22万、賞与4．2か月）の本人も納  

得できる条件での就職に成功した。   

く事例4＞DV被害者で精神面に後遺症を抱えていたが、ヱ旦之主星藍屋 とコーディネータカL  なフォローをしつつ  捷を行上し粘リ強い支援をjラフた帯果、電気工事共同組合の一般車朔月（正社長）として就職I三結びついたケース   
世帯構成   本人（42歳）と子2人（12歳、8歳）の3人世帯   

DV被害で別居。緒婚前に営業事務員や経理事務員としての就業経験が約10年間あるものの、縮婚後  
本人の経歴     は専業主婦となったため未就業の期間は12年間と長く、また、落ち着きがなく自分に自信がないといっ  

た精神的な不安も抱えていたため、早期再就職が困難な状況にあった。   

・本人の希望によりプログラムを策定し、ハローワークへ支援要請。  
・本人は、非常に素直であるが、前夫によるDV被専の後遺症が強く鳥を引いている感じがあり、また、  
長男の不登校問題も抱えていた。  
・事務職の採用面接を次々受けるも、面接時にこうした問題から来る不安、緊張や焦りなどが表情に出て  

支援内容  しまい、採用者側に悪い印象を与えてしまうのが不採用の原因ではないかと考えられた。  
・このため、プログラム策定且とコーディネータが面接を行う上で、求人情報の提供や面接指導など就業  
支援を推進するほか、あわてす落ち着いて笑顔で面接を受けることや、自分に自信を持つことなど精神面  
に配慮した助言を続けた。次第に本人の態度や意附こも良い変化が見られるようになり、笑顔の賞も明ら  
かに改善していくなど頼もしさが感じられるようになった。この結果、採用通知をもらうことが増え、昇  
給と賞与のある本人の納得がいく正社長として就職することができた。   

稲 美   長期の未就業期間やDV被害、家庭間題など様々な課想を抱えていたが、粘り強い支援の結果、t気エ  
事協同組合の一般事務員く正社長）として就職することができた。（年収200万（200万円の増））  

平成14年の母子及び寡婦福祉法等の改正の際に、児童扶養手当について、離婚後等の生活の  
激変を一定期間内で緩和し、自立を促進するという趣旨から、就労支援施策等の強化を図ること  
とあわせて、平成20年4月から受給期間が5年を超える場合に、その一部を支給停止すること  
とされた。  

○ 平成20年4月以降、受給期間が5年（支給事由発生から7年）を超える場合には、政令で   
定めるところにより、それまでの支給額の2分の1を超えない範囲で支給停止（減額）を行う。   
⊂〉給付額について、榊倦些   

○ ただし、自立が困難なケースが想定されることから、  

・3歳未満の児童を育てている場合には、3歳までの期間は5年の受給期間に含めない取扱い  
とする。   
卿皐外  

支給開始月 児童が3歳に達した日  減額→  

5年  

・障害を有する場合その他の政令で定める事由に該当する場合は、一部支給停止の対象外  
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一部支給停止適用除外の確認方法  

暮している：■含   

1 鮫  次のような■類により確認する。  ○雇用主による証明書  ○千金の支払明細雷の写し  ○受給責格者が被保険者である健康保険旺の写し 等  

2 榔他自立を図るための活動を行っている壇合   

次のような書類により確認する。   
○福祉事務所等で母子自立支援プログラムを策定し自立に向けた支嬢を受けていることの柾明暮   
○母子家庭等就業・自立支援センターで就業相談、講習会等を受けていることの柾明暮   
○公共職業安定所で求人情報の提供、職業相談等を受けていることの柾明暮   
○民間職業紹介事業所で就業相談や講習会等を受けていることの旺明暮   
○職業能力開発・向上のために専修学校その他養成機関に在学していることの柾明書（在学柾明暮）等  

3 陣書を右する壇合  

障害基礎年金1級又は2級を受給できる程度の障害状態にあることを次のような書類により確認する。   
○身体障害者手帳1級、2級、3級の写し  ○療育手機（A）の写し   
○精神障害者保健福祉手唖1級、2級の写し  ○医師の診断書 等   

負t■疫病等によ仇敵彙することができない壇合  

次のような書類により確認する。  
○特定疾患医療受給者柾の写し（難病のケース）  
○特定疾病療養受療柾の写し（長期高額欄養女の指定を受けた人工透析慢性腎不全血友病、HlV患者のケース）  
○負傷・疾病により療養等が必要であることを狂する医師の診断書 等  

児童扶養手当一部支給停止措置に関する事務の流れ  

1 受給資格者が5年等経過月を迎える際の事務  

自治体から受給★楕層への尊前通知（5年専経過月の前々月に■前通知）  

・一部支給停止のi用線外となる理由がある者は、関係暮類を自治体に提出  
・一部支給停止のi用麻外となる理由がない者は、自治体へ来庁  

一三：＝＝ユー  

就集している場合  
求暮活動等を行って  受給責槽者  

左記以外の者  
ll書を有する場合讐  

関係書類を郵送等  
で自治体に提出  

自治体へ来庁  

自治体の恵ロにおいて  
受給責格看に就稟に向  
けた指導書  

＜二  ・  
受給★檜者が指導讐に従  
い求■活勤専を行い、関  
係書類を捷出した叫合  

自治体において  
関係書類を審査  

受給★櫓書が相場等  
に従わない場合  

一部支給停止  
註用除外の決定  

一部支給停止  
適用の決定  

F
・
－
・
 
ヽ
i
丘
一
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2 5年等経過月以降の現況届時（毎年8月）の事務  

自治体から受給責栴者への事前通知（8月中）  

ー＝王＝＝コア   

8月中に自治体へ来庁し  
現況届を提出（従来どおり）  

・鉱業している■合  
・求■活動讐を行っている■合  
・陣書を有する■合讐  

＜二  1  受給鷺格者が指導讐   

に従い求暮活動書を   
行い、関係書ヰを提   
出した■含  

責♯責櫓書が檜尊讐に  
従わない■合  

一部支給停止     適用除外の決定  
一部支給停止  
連用の決定  

平成20年度予算における母子家庭の主な就業支援施策について  

○成長力強化の一環として、母子家庭の母の就業・自立支援施策を推進。  
5，218百万円（平成19年度予井） → 7，876百万円（平成20年度予井）  

母子鳶鹿等就業■自立支援事業の創投  2．305百万円の内敷  

○ 従来の都道府県、指定都市、中核市を実施主体とする母子家庭等就業・自立支援センター事業に在宅就業推進事業   
を追加。  
○ 一般市等においてもセンター事業と同様の事業が実施できるよう新たに一般市等就業・自立支援事業を創設。  

母子自立支援プログラム策定事業の拡充  2．808買方円の内数  

○ 直ちに就業に移行することが困難な母子家庭の母の就業意欲を醸成するため、NPO法人等と連携し、ボランティ   

ア活動等を行う就職準備支援コースを創設。  
○ ハローワークにおいて、「就労支援チーム」の体制、支援機能の向上等により、支援対象者に対する就労支援を   
一層推進（ハローワーク分については職業安定局予算に計上）。  

母芋棄鹿島立支援給付金事業等  

進費事業の見直し等  2，305百万円の内数（貸付金除く）  

○ 看護師、介護福祉士等の経済的自立に効果的な資格を取得するため2年以上養成機関で修学する場合において、従   
来からの修業支援手当に加え、入学時におけるインセンティブとして入学金の負担を考慮した轍を一時金として修了   
後に支給する仕組み（入学支援修了一時金）を創設。   

r＊ 修業支檀手当（月鎖）については、平成20年度入学者から市町村民税非課税世削03．000円、課税世帯51．500円とし、入学支攫修了： l  し二管畢生‘ヲ！こ丁生ヱ隼竺空軍カラ誓空こラ真筆壬生壬生車上しヱ聖撃墜耳聖至埋草準堅甲空軍タ9∵竺聖、 ＿二－」  
○ 母子寡婦福祉貸付金について、知識技能を習得している間の生活資金及び技能習得資金の償還期限を20年以内に延長（現行   
は10年以内〕。  

自立支援教育訓練給付金事業  2．305百万円の内散  

○ 地方公共団体が指定する教育訓練講座を受講した母子家庭の母に対して、講座修了後に受講料の一部を支給。  
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中小企業雇用安定化奨励金（新規） 562万円  

○ 有期契約労働者の雇用管理の改善を推進するためガイドラインを策定。  
○ 中小企業事業主が有期契約労働者の正社員への転換制度を新たに設け、実際に1人以上正社員に転換させた場合   
に、奨励金を支給する制度を新たに創設し、母子寮磨の母の正社員化を促進する。（予算額には母子家庭の母以外   
の者の分も含む）（職業安定局予算に計上）。   
※従来の常用雇用転換奨励金事業については、一定の経過措置を設けつつ平成19年度限りで廃止する。  

母子家庭の母等を対象とした新たな組み合わせ訓績の創設（新規）1．540万円  

O 「職業能力形成システム」（通称「ジョブカード制度」）の一環として、職業能力開発機会が不足している母子   
家庭の母等を対象に、事業主等の訓練ニーズを反映したカリキュラムによる座学と企業での実習を一体的に組み合   
わせた委託訓績を創設し、実践的な能力開発を実施。（予算額については、子育て終了後の女性を含む）（職業能   
力開発局予算に‡十上）。  

準備講習付き職業訓練の実施 911方円  

O 「自立支援プログラム」の対象者である母子家庭の母等の職業的自立を促すための方策として、就恥の準備段陶   
としての「準備講習」に引き続き実際の就職に必要な技能・知識を習得するための「職業訓練」を行う準備講習付   
き職業訓練を実施（職業能力開発局予算にl十上）。  

ハロ・－ワ  

○ マザーズハローワーク事業未実施の地域においても同様のサービスが提供できるよう事業拠点を拡充。  
○ 既存のマザーズハローワーク等において、独自求人の確保、保育所入所の取次ぎ、出張相放等を実施（職業安定   
局予算に計上）。  

養育費相談支援センターの設置について  

≪趣旨≫  
○夜間・休日を含め利用しやすく、簡易・迅速な養育費   
の取り決めや確保をサポートする相談機関の確保を   
図る。  
○国においては、相談担当者の養成と各地の相談機関   
の業務支援を行う。  

≪スキーム≫  

民間団体に委託  

常数相談支援  

＜委託事業＞  

○各種手続について分かりやすい情報提供   
→ HP上で全国発信、パンフレットの作成  

○全国の自治体等において養育費相談にあたる人材   

養成のためのプログラム作成と研修会の実施  

○各地の相談機関の業務支援（困難事例への支援）  

○母子家庭等に対する電話・メール相談  

○リーフレット等による情報提供  

○養育費取り決めや支払いの履行・強制執行   

に関する相談・調整等の支援  

○母子家庭等への講習会の開催  

困難事例  
の相談  
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養育費相談支援に関するパンフレット  
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生活保護受給者等就労支援  

職業安定局雇用開発課就労支援室   



生活保護受給者等就労支嬢  

厚生労働省職業安定局  

雇用開発課就労支援圭  

雇用失業情勢（平成20年2月）  

1完全失業率（季 調）3．9％（男4．0％女3．8％）  

◆完全失業者数 266万人（男164万人女102万人）  

〔離職理由別〕  

非自発的83万人 自発的103万人 学卒未就職者10万人  
その他の者66万人  

〔年齢別〕  

24歳以下7．3％ 25～34歳5．5％ 35～44歳3．5％  

45～54歳3．0％ 55～64歳3．6％ 65歳以上2．1％  

〔地域別〕（平成19年10月～12月）  

北海道5．0％  東北4．7％  南関東3．4％  
北関東一甲信3．4％ 北陸3．1％  東海2．8％  
近畿4．3％ 中国3．6％  四国4．0％  九州4．2％  
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◆有効求人倍率（季調）0．97倍  

［年齢別］（常用）  

24歳以下1．62倍 25～34歳0．70倍 35～44歳0．92倍  
45～54歳1．09倍 55歳以上1．07倍   

［地域別］  

北海道0．49倍 東北0．69倍 南関東1．14倍  

北隣束・甲借1．18倍 北陸1．11倍 東海1．50倍  
近畿0．96倍 中国1．08倍 四国0．84倍 九州0．65倍  

◆新規求人数  79万人   

◆有効求人数  203万人   

◆新規求職申込件数 53万件   

◆有効求職者数   200万人   

◆就職件数  16万件  

失業率と求人倍率の推移  

9年10年11年12年13年14年15年16年17年18年19年  
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ハローワークの組織と業務  

◎都道府県労働局（47局）  
◎ハローワーク（584所）＝平成19年度  
◎付属施設  
パートバンク ハローワークプラザ  

人材銀行 高年齢者職業相談室 学生職業相鉄重 など  

垂 ハ ローワークの就職支援  

○求職者の個々の事情に応じたきめ細かな支援   

■ 職業相談・職業紹介の実施  

・求人自己検索システムを活用した求人情報の提供．  

・ 求職活動支援セミナーの実施  

○早期再就職専任支援員による支援  
特に早期就職意欲の高い求職者に対し、個々人のニーズに応じ  
たきめ細かな就職支援を担当者制により実施  

○再チャレンジプランナ一による支援  
早期再就職の必要性が高い求職者に対し、再就職に向けた求職  
活動計画（就職実現プラン）を個々人毎に作成＆フォローアッ  
プの実施  

○ フリーター常用就職サポーター  

フリーターに対する担当者制による個々人ごとの具体的な就職  
活動の計画を策定し、常用化に向けた支援を実施  

◎職業紹介状況（平成19年）   

○ 新規求職申込件数 637万件   
○ 新規求人数  967万人   

○ 就職件数  205万件   

立就職率  32．2％  
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生活保護受給者等就労支援事業の新たな取組（就労支援アクションプラン）  

生活保護受給者等就労支援チーム  

（目的）  

安定所と福祉事務所の担当者による「就労支援チーム」が連携して、支援対象者  
（福祉事務所から安定所に要請があった者）に対する適切な就労支援プラン策定、   
プログラムのメニュー選定、支援メニューを選定等の支援方針を決定   

（構成旦）   

○ 安定所側  
・生活保護受給者等就労支援事業担当責任者、安定所担当ナビゲーター   

○ 福祉事務所側  
■ 福祉事務所担当コーディネーター   

○ 必要に応じ  

・ケースワーカー、母子自立支援員、能力開発支援アドバイザー 等  

（担当区域）   

安定所担当ナビゲーターが担当する一つ又は複数の安定所に係る支援対象者  

（配置数）   

○ 安定所担当ナビゲーター  （20年度319人）   

○ 福祉事務所担当コーディネーター（全福祉事務所）  
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生舌保隻受給者等就労支援ナヒゲーター  

（職務）   

就労支援チームの構成員として連絡・調整、対象者の面接、  
就労支援プラン策定、プログラムメニュー選定・実施、支援メ  
ニューー選定・実施、就職後のフォローアップを実施  

（主な支援）   

・就労支援プランの策定  
■ 職業準備プログラムの実施  

（職場体験講習、職業準備セミナー、個別カウンセリング、  
グループワーク）  

≠ 支援メニューの実施  

（ナビゲーターによる就職支援、トライアル雇用の活用、  
公共職業訓練の受講あっせん、生業扶助等の活用に  
よる民間教育訓練講座の受講、一般の職業相談・紹介）  

l 生舌保蔓受給者等就労支援事業の実施状兄 l  

（平成17年6月から平成20年2月まで）  

支 操  支 攫  
就職者数   

対■奇数    開始■数  
就職率   

合  計   32tG15   27，256   15．401   4丁．2≠   

生活保護  
28，860   

受給者  
24，174   13，404   46．4％   

児童扶養  
3，755   

手当受給者  
3，082   1，997   53．2％   

※平成17年度は、児童扶養手当受給者は、東京、大阪及び政令指定都市（14）でモデル実施  
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成長力底上げ戦略（基本構想）概要  

《基本的な姿勢》  

1．「働く人全体」の底上げを目指す  
経済成長を下支えする基盤（人材能力、就労機会、中小企業）の向上を図ることにより、  

働く人全体の所得・生活水準を引き上げつつ、格差の固定化を防止  

2．「機会の最大化」により「成長力の底上げ」を図る  
意欲のある人や企業が自らの向上に取り組める「機会（チャンス）」を最大限拡大  

人材の労働市場への参加や生産性の向上を図ることで、他の成長戦略と相まって、  
経済の活力を維持・向上させ、経済成長を高めていくことを目指す  

3．3本の矢   

【人材能力戦略】  
「職業能力を向上させようとしても、能力形成の機会に恵まれない人」への支援   

【就労支援戦略】  
「公的扶助（福祉）を受けている人などで、経済的自立（就労）を目指していながら、  
その機会に恵まれない人」への支援   

【中小企業底上げ戦略】  
「生産性向上を図るとともに、賃金の底上げをしようとしているが、その機会に恵まれない  
中小企業等」への支援  

【就労支援戦略】  
『「福祉から雇用へ」推進5か年計画』の策定・実施  

◎「福祉から雇用へ」の基本的考え方を踏まえ、「福祉から雇用へ」推進5か年計画に   

基づき、公的扶助（福祉）を受けている人などについて、セーフティネットを確保   
しつつ、可能な限り就労による自立・生活の向上を図る  

（1）『「福祉から雇用へ」推進5か年計画』の策定   

① 母子家庭世帯、生活保護世帯、陣書者等の就労移行に関する5年後の具体的な  
目標を設定し、実♯を検証しながら計画を推進  

② 就労支援方策として、福祉（就労支援）及び雇用（受入促進）の両面にわたる  
総合的な取組を展開。19年鹿～21年虎を集中戦略期間として施策展朋  

（2）「エ賃倍増5か年計画」による福祉的就労の底上げ   

○ 授産施設等で働く障害者のエ賃水準を引き上げるとともに、一般雇用への移行  
の準備を進めるため、産業界等の協力を得ながら、官民一体となった取組を推進  
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『「福祉から雇用へ」推進5か年計画』の考え方  
～経でもどこでも自立に向けた支援が受けられる体制整備－  

○ 福祉を受ける方に対して、可能な限り就労による自立■生活の向上を図る   

○ 緒についたばかりの福祉事務所等とハローワークの連携による「揮祉と雇用の連携」   
施策、地方自治体における自立支援策を加速   

O「福祉から雇用へ」の実効性を高めるため、関係機関の連携を促進するとともに、産業界等の   

理解■協力を得ながら、『「福祉から雇用へ」推進5か年計画』として実施  

『「福祉から雇用へ」推進5か年計画』のイメージ  

○ 福祉から雇用への移行を推進する「5か年計画」を策定し、「目標」を定め取り組む。   
（特に、19■－21年度に取組を強化）  

継続実施  工ニニニニニニ卓藤≠掛二ニニニニン ・  集中的強化期間   
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『r■tか与■用へJ♯♯5か年廿冒』における1貞■■  
地域の特性を活かした  体制を  国展開  

O「障害者就業t生活支援センター」を全障害保健福祉圏域に設置（約400カ所）  

○ 各省庁・各自治体における障害者に対する「チャレンジ雇用」の推進・拡大  

○ 障害者に対する「就労移行支援事業」を全国展開及び職業能力開発の推進  
○ 平成19年度までに「生活保護の就労支援プログラム（※）」を全自治体で策定   

（※）意欲の向上や職業意識の啓発、技能修得、就職支援等、段階的・計画的な支援を行うプログラム  

○ 母子家庭等就業・自立支援センターやマザーズハローワークなどの子育て女性重点支援拠点を   

全国展開  

ハローワークを中心とした「チーム支援」  

○ ハローワークを中心に福祉関係者等と連携したrt弁士■チーム（※）Jの体制・機能強化  

（※）ハローワークの就書支援担当と福祉事務所、福祉施殻専関係機関によりヰ成されるチーム  

○ ハローワークにおける「就労支援アクションプラン」の推進により、支援対点者（生活保穫・母子世帯）の   

就≠串を60％に引上げ  

「就≠活動プランの策定」、「就労意欲向上プログラム」 など  
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精神障害者地域移行支援事業  

社会・援護局障害保健福祉部  
福祉課   



全国福祉事務所長会議  

精神障害者地域移行支援事業  

厚生労働省 社会・援護局  

障害保健福祉部 障害福祉課  

精神保健医療福祉の改革ピンヨノ（H169）の枠組み  

※上記により、今後10年間で必要な精神病床致の約7万床波少を促す  
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① 国民意識変革の達成目標  

精神疾患は生活習慣病と同じく誰もがかかりうる病気であるこ   

とについての認知度を90％以上。  

※ 精神疾患を正しく理解し、態度を変え行動するという変化が起きるよう  
精神疾患を自分自身の問題として考える者の増加を促す。  

② 精神保健医療福祉体系の再編の達成目標  

○ 各都道府県の平均残存率（1年未満群）を24％以下   
○ 各都道府県の退院率（1年以上群）を29％以上。  

※1新規に入院する患者については、入院中の処遇の改善や患者のQOL （生活   
の質）の向上を図りつつ、できる限り1年以内に速やかに退院できるよう良質かつ適切な   
医療を効率的に提供する体制整備を促す。  

※2 既に1年以上入院している患者については、本人の病状や意向に応じて、医療   
（社会復帰リハビリテーション等）と地域生活支援体制の協働の下、段階的、計画的に   
地域生活への移行を促す。  

退院率（一年以上群）  平均残存率（一年未満群）  

一年以上在院者  

0  
1年  

1年以上の在院患者から退院する者の数を1年以  
上の在院患者数で除したもの。  

退院率に1年以上の在院患者数を乗じて得た数は、   
1年以上の在院患者からの毎年の退院数とな  
る。   

1年以内の退院（残存）曲線が囲む面積と同じとなる  
よう、各月の残存率を平均したもの。  

平均残存率に毎年の新規入院患者数を乗じて得た  
数は、1年以内入院患者にかかる必要病床数と  
なる。  
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患者数全体（入院患者数・外来患者数）  

【出典】患者明査  
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平成17年  平成14年   平成8年  平成11年  

目血管性及び詳■不明の甘知症  
□1神作用穐賞使用によるヰ神及び行動の■書  

□気分【■情】■善（躁うつ痔を含む）  

疇1神遅滞  

□その他の書神及び行動の■書  

田アルツハイマー病  
□統合失■症．統合失ホ症型■書及び妄想性■善  

臥神経症性書書．ストレス■蓮■書及び身体表現性■書  

■てんかん  

□その他  資料：患者調査  
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H8  H＝  H14  H17  

臼血管性及び辞細不明の匪知症  Ⅶアルツハイマー病  
臼アルコール使用＜飲酒＞による♯神及び行動の陣書 口その他の＃神作用物r使用による＃神及び行動の陣書  

□統合失桝症、統合失椚症型陣書及び妄想性陣書  口気分［慮什】陣書（攫うつ病を含む）  

団神経症性陣書、ストレス関連陣書及び身体表現性陣書 □てんかん  
口その他の精神及び行勤の陣書  

兼料：患者臍査  
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 □0－14歳□15－24歳□25～34歳□35－44歳ロヰ5－54歳855～84歳田85－74歳  臼75歳～  

出典：患者椚査  
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精神病床における年齢階級別の   

統合失調症の推計入院患者  
医療技術の進歩により統合  

失調症の新規の入院患者  
が、徐々に減少している。  

一方で、昭和50年代以前  
に入院した患者が退院でき  

ず、長期入院化し、入院患  

者の平均年齢は高齢化の  
一途を辿っている   

推計平均年齢43慮 50歳 56鐘                       t  

○・5 6－1（111－15 18－20 21－25 2もー30：‖－ユ536■0 ヰ145 ヰ6・50 51－58 58・8080－¢8＄8・TO Tl一丁5 78・80 81－  

－一昭和56年一■一平成5年  平成17年  
く患者調査）  

精神病床の平均在院日数の推移   
日  

520   

500ト   

480  

460 1 

440  

420 

400  

380  

360 卜  

340  

320  
平成元年 平成3年 平成5年 平成7年  平成9年 平成11年 平成13年 平成15年 平成17年  

★輝：厚生労■省■鏡牡告  

年間在院應書証数  
※平均在院日数＝   

％×（年間新入暁息音数＋年間退院患者数）   
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精神病床における患者の動態  

3ケ月以上  

12ケ月末溝  
12ケ月以上  3ケ月末溝  

釣23万  

前年からの入院継続患者  
23万人  
（前年23万人）   

うち翌年まで入院継続する者  

18万人  
（前年18万人）  

約5万床  

平成16年、平成15年63011査（♯禅・陣書保健課Ⅶ）より推計  

受入条件が整えば退院可能な精神障害者数（入院期間別）  
（千人）  【患者調査】  

［コその他  

■受け入れ条件が整えば退院可能  

受け入れ条件が整えば退院可能な  
柵神障害者数の実態を入院期間  
別で見た場合、その他の耕神障害  
者を含めた全体の中では、常にあ  
る程度の割合で存在していることに  

なり、入院期間別での特徴というも  
のはない。  

∵－、モ、モ 

・、、t十．モ・・－∵・、て－∴’ 
、 

入院期間  

㌔   
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退院可能精神障害者の解消に向けた主な対応  

自立支援法における対応  精神科医療における対応  

【障害福祉施策の一元化】   
これまで支援費制度の対象になっていなかった  
精神障害を含め、．障害福祉サービスの提供責任  
を市町村に一元化。  

【基準病床数算定式の見直し】   

平均残存率（新規入院した患者の中で1年を超え  

て入院するに至った者の割合）の低下、退院率（1  
年以上入院している患者の中で退院する者の割合  

）の向上、即ち、早期退院を支援する精神医療提  
供体制を目指す算定式に見直し（18年4月施行）。  

∴、て∴．■  
平均残存率、退院率の目標値達成によって   【退院の受入体制の整備】   
約7万床相当の病床数の減少を促す。   

【18年度診療報酬改定】   

急性期入院医療の評価引き上げ、退院前訪問指  

導の回数上限緩和など、精神科医療における課題  
への対応に着手。  

障害福祉計画において「退院可能精神障害者」  
に関する減少目標値（平成23年度）を設定。   

また、それに伴い必要となる福祉サービスを  
見込量に反映。  

退院促進支援事業（都道府県）、相談支援事業（市町村）等を通  
じて、医療と福祉で連携して退院支援を推進  

平成24年度までに退院可能な精神障害者の解消を目指す  

診療報酬について（地域移行を支援する取組に係る評価）  

1ケ月 3ケ月  6ケ月  1年   5年－  

…＝t■■t  
神科退院前訪問指導料  

診療報酬における対応  

精神科訪問看護・指導料  

；③急性増悪劇の井定要件捷和室 ■■■■■t＝■●■■■■●■■■●＝＝＝＝＝■■▲▲  

⑥精神科継続外来支援・指導料  

地域移行支援 に係る改訂項目  
①精神科退院前訪問指導の算定要件の緩和  

②精神科退院指導料の精神科地域移行支援加算の創設  
③精神科訪問看護一指導料の算定要件の緩和  
④精神科地域移行実施加算の創設  

⑤入院基本料の入院期間181日～1年の加算の減点  
⑥精神科継続外来支援・指導料の創設（後述）  

⑦通院精神療法の訪問診療時の算定要件の緩和  

（後述）  

⑦通院精神療法の訪問診療時の  
井定要件の緩和  

棉祉施策における対応  

○相談支援休制；相敬支援、サービス  
利用仕組みを市町手引こ一元化  
○住居の確保；居住サポート事業  

○就労支援の抜本的強化  
○ケアマネジメントの強化  
：「サービス利用計画」、  
「個別支援計画」の導入  
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診療報酬について  

（地域移行を支援する取組に係る評価以外）  

児
童
・
思
春
期
 
 

【数値目標】入院中の退院可能精神障害者の減少目標値  

○退院可能精神障害者については、受け入れ条件が整えば退院可能な精神障害者（以下、  

退院可能精神障害者。）4．9万人のうち、平成23年度末までに3．7万人を退院させることが  
見込まれている。   

生活保護受給  

者割合約2割  

→約7，400人  

能
各
 
人
 
 

可
書
 
方
 
 
 

院
障
 
9
 
 

減少数  

3．7万人  

※敵情目標を設定していない都道！  

府県があり、当排熱道府県分を含ま∃  
ない数値である。  ‡  ※現在の退院可能精神陣書者凱こ  

ついては、各ホ遭府れにおいて独  

自に実隠岬董を実施しているケー  
スがあるため、調査時点や対暮者  

が異なる場合や現在徴を記載して  
いない場合がある。  

【現在】  【平成23年度末】   
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精神障害者地域移行支援特別対策事業の創設  

（背景）   

受入条件が整えば退院可能な精神障害者の地域移行に向けた支  

援については、障害者自立支援法に基づく精神障害者退院促進支  
援事業等において一定の対応がなされてきたところ。  

・平成15年から平成17年までモデル事業（26都道府県、4指定都市）  

・平成18年4月～ 精神障害者退院促進支援事業（10月から地域生活支援事業として実施）  

障害福祉計画における、平成23年度末までの受入条件が整えば退院可能な精神  
障害者の減少目標値の達成のため、着実な推進が必要  

精神障害者地域移行支援特別対策事業のポイント  

変更点  

・平成24年産までを▲中的取組期間として、「精  
神障害者退院促進支援事業」を見直し   

・退院促進支援事業の「自立支援員」を「地域移行  
推進員」とし、指定相談支援  
事業者等に配置し、退院一過所及び地域定租こ向  
けた支援の実施   

・新たに、精神障害者の退院促進t地域定着に必  

要な体制整備の総合調整を行う「地域体制整備  
コーディネーター」の配置   

・全都道府県・全盟域における実施  

障害福祉計画の平成23年度末までの目  

標達成  

医療施設における取組と、地域における保  
健福祉施策として精神障害者の生活を支  
援するための取組との連携が不十分  

精神障害者への個別支援が中心で、医療  

と地域生活支援策との連携体制を整備す  
るための位置付けがない  

全都道府県における取組が進んでいない  

士画に基づく退院可能精神障害者の地域移行をめざすものとして、  
着地域移行支援特別対策事業」を平成20年度予算に約17億円計上した  
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地域移行推進員及び地域体制整備コーディネーター  

地域移行推進員（自立支援員）  

・精神科病院等における利用対象者に対する退院への啓発活動  

■個別支援計画の作成と計画に基づき、退院に向けた院外活動等に  
係る同行支援  

等  

個別支援  

体制整備と調整  

地域体制整備コーディネーター  

退院促進・地域定着に必要な体制整備の総合調整  

・病院・施設への働きかけ  

・必要な事業・資源の点検・開発に関する助言、指導  
・複数圏域にまたがる課題の解決に関する助言  

・地域移行推進員が作成する個別支援計画への助言指導と支援の   
フォローアップ  等  
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地域体制整備コーディネーターの配置  
【地域体制整備コーディネーターの役割】  
①コーディネーターは、精神障害者の退院 支援にかかわるさまざまな職種の役割を明確  
化にするためのコーディネートを行なう。  

②地域移行支援対象者の、支援計画の作成や支援計画に沿い地域生活にかかる情報提  
供や同行支援等を直接行う地域移行推進員のスーパーバイスを行う。  

③病院■施設への働きかけや、必要な事業・資源の点検・開発に関する助言、指導及び複  
数圏域にまたがる課題の解決に関する助言を行う  

【ネットワーク機能の強化】   

従来精神障害者の支援を中心的に行ってきた保健所、市町村と地域体制整備コーディ  
ネーターが協働し、地域自立支援協議会の開催等により、保健・医療・福祉の連携強化を  
図り、地域移行体制の構築を図る。  

地域移行に向けた支援（リハビリ、服薬指導等）  通院、デイケア、訪問着護   

推進且（当事者含む）による入院患者への同行文壇専   徐々に地域の支捷者に／くトンタッチ  

就労等日中活動の体験利用の積み重ね   
日中活動サービスの利用  
居宅サービス（ホームヘルプ等）  

【醜専福祉サービス   
住まいの塙の確保  
【自宅・アパートグループホーム等】  

地域移行・地域定糟に必要な体制整備の総合調整  
地域体制整備  ・病院・施設への働きかけ  

入院中からの妬あわせ  

・地域移行支援Åへの助言指導   ■   退院後のケアマネジメント  

コーディネーター  
■  

・必要な事業・責源の点検・開発に関する助言、指導  
・複数艶域にまたがる課理の解決に関する助官等   相談支援専門且等   
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医療扶助先の内訳  
医療扶助真の現状  

生活保護費の内訳（平成19年度予算）  

生活保護費 総額2兆6，033億円   

生活保護精神障害者退院促進事業の流れ（イメージ図）  

実施体制亜傭  国：計画の集約、先進事例等の紹介  
都道府県  管内分の集約、助言指導  PSW等の雇い上げ  

退院促進椚嘲の策定   

・全体目標の投定  
（長期計画）  

（年度計画）   

・主点支援対象の設定  
・モデル自立支援フセクうムの作成   

退院可能性  
のある者の  
状況把握  

対象者ごとの  
自立支援計画   
の作成  ・退院までの課題分析  

・本人の意向把握  

関係者協議会の設t一関催   

（保健所、精神病院、相談支援事業者、施設等）  自立支援計画に基づく支  
援活動   

■退院訓練  
・退院先の確保・調整  
・住居支援   

・退暁撞の支援   
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生活保護精神障害者退院促進計画の策定  

【計画策定の流れ（例〉】  

（D各福祉事務所において退院可能精神障害者数を把握  

②平成23年度まで各年度における減少目標値を設定  

③退院促進を図るための取組等の計画・実施  

生活保護精神障害者退院促進事業の概要（退院推進員の業務）  

ア 支援対象者の把握   
福祉事務所と精神科病院で協議し、生活保護受給者で長期に精神病院に入院している者のリストの   
中から、退院可能性のある者を選定   

イ 支援対象者（被保護者）ごとの自立支援計画の策定   

選定した対象者を退院させ、施設入所や在宅生活に復帰させるまでの課題を分析し、自立支援計画を   
策定   

ウ 自立支援計画に基づく支援   
自立支援計画に基づいて、患者・家族との相談、退院後にサービスを提供する施設の選定・調整を行   
うとともに、病院における退院前の訓練、社会福祉施設等による退院後の訓練、サービスを提供   

工 必要に応じた関係機関（自立支援員＜障害福祉施策・県委託事業＞、精神病院関係者、障害福祉部門担   

当者等の連携）との連携  

127   



精神障害者の地域移行に向けた今後の取組の方向性  

○医療施 設での地域移行支援に向けた取組と、  

施策とが連携し、入院患者が医療施設から円滑に退院・退所  

して、地域で必要な支援を確実に受けながら、地域で定着して生活を  
行うための体制整備  

＝ 精神樺害着地域移行電緩特別対賃率裾朗偏爛等  

○住まいの場、必要なサービス、活用可能な社会資源の確保  
障害権祉計毎にさる計面的な整備  

＝：式〉  
居住サポート事業の活用  

自立貰捷協議会の活用  等  

○地域移行を支える人材の確保、支援手法の普及  

＝ 研惇会切実備（退院促進強化事業の活用）等  

○地域住民の理解の促進  

⇒ シシ酢ウム¢爛催 等  

それぞれの地域における具体的な課題の解消  
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1 事業の目的   

障害者自立支援基盤整備事業  

既存施設等が新体系に移行する場合等に必要となる、施設の改修等の経費に対し助   
成を行うことにより、新体系におけるサービスの基盤整備を図ることを目的とする。  

2 事業の内容  
（1）実施主体都道府県  

（2）事業の内容 実施年度ニ18年度～20年度  

事業の具体例としては、以下のとおり。なお、既存の補助制度で対象としている事業  

については対象外とする。  

改
①
②
③
④
 
 

′
し
 
 

【
 
 

修
 
 小規模作業所を新体系の設備基準に適合させるための改修工事  
ケアホーーム等を実施するアパート等のバリアフリー化等に必要な改修工事  

居宅介護事業及び相談支援事業を行うために必要な既存建物の改修工事  
その他基盤整備対策に資する改修工事  

※ただし、②（ケアホーム等のバリアフリー化等に必要な改修工事）に   
外Al言＋lLもと肌匂土山ヒ三爪．劫一士ヒまE＋士ロ⊥ムn†√随一ヨヒー．土．生血▲1▲与＝ん士こmJ4ヒ∧．－⊥」．【   

ついては、平成20年度  

助金及   助金の  
あるため、平卿  

【増 築】   

①生産事業等のための作業スペースの設置   

②新体系事業を行うにあたって必要となる厨房等の拡張工事   

②その他基盤整備対策に資する増築工事  

（3）補助単価1施設あたり20，000千円以内  
（ただし、【改修】の②は、2，000千円以内、改修の③は5，000千円以内）  

居住サポート事業（イメージ図）  

利用者  
一般住宅への入居が困難な状況  

にある障害者  

地域の支援体制  

福祉サービス事業者  

緊
急
時
専
の
対
応
 
 

就労先企業  

医療機関等  

親族等  

居住サポート事業者  
（指定相談支援事業者等）  

事業内容   

○入居支援  
物件あっせん依頼、入居契約手続き支援   

024時間支援  
緊急時等の対応   
○地域の支援体制に係る調整  
関係機関等との連絡・調整   

不動産業者l  
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「と  

1趣 旨   

障害者自立支援法が目指す地域生活移行の推進を実現するためには居住の場を確保するこ   

とが重要であり、賃貸住宅への入居を促進する観点から、地域生活支援事業に「住宅入居等   
支援事業（居住サポート事業）」を創設したところである。   

また、今般、国土交通省においては、高齢者、障害者、子育て世帯及び外国人の民間賃貸   
住宅への円滑入居を図るために「あんしん賃貸支援事業」（概要は下記のとおり）を実施す   

るところである。   

事業の実施に当たっては、各自治体及び地域における福祉部門と住宅部門の連携が不可欠   

2 あんしん賃貸支援事業の概要  

・高齢者世帯、障害者世帯、外国人世帯、子育て世帯（小さな子どもがいる世帯又は一人   
親世帯）   

（以下高齢者等」という。）の入居を受け入れることとして、都道府県等に登録された民間   
賃貸住宅（あんしん賃貸住宅）に関する情報提供や様々な居住支援を行うことにより、「高   
齢者等」の入居をサポートする事業。  

・民間賃貸住宅（あんしん賃貸住宅）、あんしん賃貸住宅を斡旋する宅建業者（協力店）及び入居   
を支援するNPO一社会福祉法人等（支援団体）が連携して、高齢者等の入居の円滑化と安心できる   
賃貸借関係の構築を支援。   

－ あんしん賃貸住宅、協力店及び支援団体として登録された情報は、財団法人高齢者住宅財団   
が運営するホームページにおいて公開。  

3「住宅入居等支援事業」と「あんしん賃貸支援事業」の関係  

（1）連携のあり方  

実施のイメージは別添「住宅入居等支援事業とあんしん賃貸支援事業の連携」のとおり   

であり、  

①あんしん賃貸住宅の登録及び情報の提供等については、あんしん賃貸支援事業の事業協   
力店（仲介業者。以下「協力店」という。）が行う。【住宅部門が担当】  

②障害者の居住支援（緊急時等の対応、地域の支援体制に係る調整等）については、居住   
サポート事業者（相談支援事業者等）が行う。【福祉部門が担当】  
③入居時の支援（入居に係る調整、契約時の立ち会いその他相談・助言等）は、必要に応   
じて協力店と居住サポート事業者が連携して行う。【連携】  

◎支援■連携の流れ（例）   

①利用希望者は居住サポート事業者に相談、利用申請  

②居住サポート事業者は、あんしん賃貸住宅の登録情報を確認するとともに、利用希望者のニーズに   
適合する物件がない等の場合は、協力店に物件斡旋の依頼をする。   

③協力店は、依頼に応じて物件を探すことになるが、例えば、利用希望者のニーズに適合する物件（   
あんしん賃貸住宅として登録されていない）がある場合は、居住サポート事業者と連携して当該物件   
の賃貸人への説明等を行い、円滑な入居が図れるよう調整に努める。   

④家主の了解が得られた場合は、居住サポート事業者を通じて物件を斡旋する。   

⑤契約手続きに際して、居住サポート事業者は、協力店と連携し、契約内容等を利用者に分かり易く   
説明したり、契約手続きに立ち合うなどの入居の円滑化のための支援を行う。   
⑥居住サポート事業者は、入居後において、利用者及び賃貸人からの相談支援、緊急時における対応   
、関係者等によるサポート体制の調整等の支援を行う。その際、必要に応じて協力店に協力を求める  
こととする。  

※別添「協力店に対する物件の斡旋依頼及び家主との調整」を参照。  
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居住サポート事業とあんしん賃貸支援事業の連  

地域の支援体制でサポート  

〔霊㌔雫㌔〕：  
就労先企業  

あんしん賃貸住宅提供者  

医療機関等  

繁
息
時
事
対
応
 
 

入
居
に
係
る
調
整
等
 
 

】
I
■
 
し
 
 

物
件
の
登
録
依
頼
 
 

福祉サービス事業者  物
件
の
仲
介
 
 

支援体制の購養  

居住サポート事業者  

【事案内容】  
（相談支援事業者等）   

024時間支援（緊急時等の対応）  

○地域の支援体制に係る調整（関係機関等との連絡・調整）  

○入居支援（あんしん賃貸支援事業協力店へ依頼、調整等）  

んしん茸貸支援  

■  ■■l■■  ■■  －  ■■  ■  
登録惰倒の閲覧（イントわト）  

情報データベース（インターネットで情報提供）  

（あんしん賃貸支援事業）協力店に対する物件のあっせん依頼及び家主との調整  

②物件の ④物件の  
斡旋依頼  斡旋  

あんしん賃貸支援事業協力店  

（仲介業者）   
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制度の概要  

高齢者等の入居を受け入れることとしている賃  

貸住宅を対象とする滞納家賃の債務保証を高  
齢者居住支援センター（指定された法人）が実  

施し、大家の不安を解消。（平成13年から）  

（1）対象者   

高齢者世帯、障害者世帯、子育て世帯  

（収入階層の50％未満の世帯に限る）、外  
国人世帯  

（2）家賃債務保証の概要   

①保証の対象  

未払い家賃及び原状回復費用、訴訟  

に要する費用   

②保証限度額   

【未払い家賃】家賃の6ケ月分を限度   

【原状回復費用・訴訟に要する費用】  

家賃の9ケ月分を限度   

③保証期間  

2年間（更新可）   

④保証料  

月額家賃の35％   

※下線部は平成19年度に拡充した内容。  
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 凰紺離蜘申込み  

高齢者居住安定基金  
（5億円）  

「高齢者居住支援センター」の家賃債務保証制度について  

～（財）高齢者住宅財団HPより～  

子育て世帯および外国人世帯の賃貸住宅入居時の家賃債務等を保証し、賃貸住  
、  

高齢者世帯  
宅への入居を  鹿   
・国土交通大臣から高齢者居住支援センターの指定を受けて家賃債務保証制度を運営している「財団法人高齢   
者住宅財団」（以下「財団」という。）が、高齢者世帯、障害者世帯、子育て世帯および外国人世帯を対象とした   
家賃債務保証制度を実施。  

家書債務保証制度の概要  
1．対象住宅  

子育て世帯もしくは外国人世帯の入居を敬遠しないものとして、財団と家賃債務保  
約定書を締結した賃貸住宅  

高齢者世帯  
証制度の利用に  
2．対象世帯  
（1）高齢者世帯：（略）  （2）力 

岬汁害‥附桐。阿る  
（3）子育て世帯：（略）  

（4）外国人世帯：（略）  

3．保証の対象  
（1）滞納家賃（共益費及び管理費を含む）  
（2）原状回復責および訴訟費用 ※家賃滞納により賃貸住宅を退去する場合に限る。  
4．保証限度親  
（1）滞納家賃：月額家賃の6ケ月分に相当する金額を限度に保証。  
（2）原状回復費用および訴訟費用：月額家賃の9ケ月分に相当する金額を限度に保証。  
5．保証引受期間 原則2年間（更新可）  
6．保証料2年間の保証で月額家賃の35％（一括払い）（これは2年分の家賃の約1．5％の負担に相当。）  

（注）制度の詳細は、財団にお問い合わせ下さい。  
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